
人々が安全に暮らすことができる社会の
実現は、最も重要な政策課題の一つです。
また、未来を担う子どもたちが健やかに
育っていくことは社会全体の願いです。

発達段階にある子どもは、身体機能が未
熟であるため、事故に遭うと大人よりも危
険な状態に陥りやすいという特徴がありま
す。身体の傷害が将来に影響を及ぼしたり、
命を失うといった事態になれば、子ども本
人にとって、保護者を始め子どもの周囲に
いる人にとって、そして社会にとって、取
り返しのつかない大きな損失になります。

子どもが事故により亡くなるという状況
は年々減少していますが、子どもの死因の
中ではいまだに事故が上位にあります。事
故の発生を防ぎ、万一、事故が発生しても
被害を最小限にとどめるために、更に取組
を進めていく必要があります。

子どもは日々成長していくため、特に乳
幼児においてはある日突然想定外の動きを
始めることがあります。その際、日常生活
の中で思いもかけない事故に巻き込まれる
こともあり、発達段階に応じて注意すべき
点が異なります。

本章では、事故を社会全体で防ぐという
仕組みの考え方を紹介した上で、子どもに
起きている事故の状況を概観し、子どもの
発達段階に応じて異なる事故の特徴を明ら
かにします。また、子どもの事故に対する
人々の意識、特に、保護者や関係する周囲
の人々について、意識調査の結果を用いて
紹介します。さらに、事故を防止するため
に講じられている様々な取組を紹介してい
きます。そして、「防げる事故を起こさない」
ためには何をしていくべきか、子どもの事
故防止に向けた課題について考察します。

日本の子ども（以下本章では特に断りが
ない限り14歳以下を指す。）の死亡につい

て、厚生労働省「人口動態統計61」により、
病気を含む全ての死因別の上位をみると、
「不慮の事故62」は14歳以下の四つの年齢
層のいずれでも４位以内に入っています
（図表Ⅰ-２-１-１）。

【特集】
子どもの事故防止に向けて第2章

子どもの事故を社会全体で防ぐ第 １節

子どもの死因の上位は、「不慮の
事故」

61�）戸籍法（昭和22年法律第224号）等に基づく出生、死亡、婚姻、離婚及び死産を対象とした全数調査により作成
される統計。2016年は日本における死亡の総数が約131万人。全年齢での死因は「悪性新生物」、「心疾患」、「肺炎」
の三つで５割を超え、「不慮の事故」は約３％。不慮の事故とは、例えば、階段からの転落や浴槽内での溺死、食
品の誤えんによる窒息、火災での死亡、交通事故等が含まれる。

62�）厚生労働省「人口動態統計」（2016年）で死因基本分類がV01～X59のもの。交通事故、転倒・転落、窒息などに
よる死亡が含まれる。
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「不慮の事故」による死亡数は、「０歳」で
73人、「１-４歳」で85人、「５-９歳」で68人、
「10-14歳」で66人と、合わせて2016年に292
人の命が失われています。「１-４歳」、「５-
９歳」、「10-14歳」のそれぞれの年齢層に
ついて、死因の１割を超えており、「０歳」
では3.8％であるものの年齢ごとの死亡数
としては最も多くなっています。

各年齢層における死因１位の「先天奇形、
変形及び染色体異常」や「悪性新生物」に
比べれば、「不慮の事故」は対策を講じる
ことによって発生のリスクを軽減すること
が可能です。子どもの死亡を防ぐためには、
事故を防止することが重要です。

子どもの「不慮の事故（交通事故、自然
災害63を除く）」による死亡数の長期的な
推移をみると、1980年の2,545人から減少
傾向にあり、2015年には247人と35年間で
10分の１以下と大幅に減少しています（図
表Ⅰ-２-１-２）。

減少の要因を把握するため、2016年とそ
の20年前である1996年について、子どもの

「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」
の死因内訳をみてみます。子どもの「不慮
の事故（交通事故、自然災害を除く）」に
よる死亡数は1996年の826人から2016年の
198人へと20年間で４分の１以下に減少し
ています（図表Ⅰ-２-１-３）。死因別64でみる
と、全ての項目で減少しており、特に減少

子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を
除く）」による死亡数は、長期的には大幅に減少

図表Ⅰ-2-1-1 2016年の子どもの死因上位 5位

1 位 2 位 3 位 4 位 5 位

0 歳
（1,928人）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（663人、34.4%）

周産期に特異的
な呼吸障害等
（282人、14.6%）

乳幼児突然死症
候群
（109人、5.7%）

不慮の事故
（73人、3.8%）

胎児及び新生児
の出血性障害等
（67人、3.5%）

1 - 4 歳
（690人）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（150人、21.7%）

不慮の事故
（85人、12.3%）

悪性新生物
（59人、8.6%）

心疾患
（40人、5.8%）

肺炎
（35人、5.1%）

5 - 9 歳
（391人）

悪性新生物
（84人、21.5%）

不慮の事故
（68人、17.4%）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（32人、8.2%）

肺炎
（19人、4.9%）

心疾患
（16人、4.1%）

10-14歳
（440人）

悪性新生物
（95人、21.6%）

自殺
（71人、16.1%）

不慮の事故
（66人、15.0%）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（27人、6.1%）

心疾患
（19人、4.3%）

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態統計」（2016年）の「性・年齢別にみた死因順位（死亡数、死亡率（人口10万対）、割合（％））」により作成。
2． 0 歳は「乳児死因順位に用いる分類項目」、それ以外は「死因順位に用いる分類項目」に基づく。
3． 「心疾患」は心疾患（高血圧性を除く）、「周産期に特異的な呼吸障害等」は周産期に特異的な呼吸障害及び心血管障害、「胎児及び
新生児の出血性障害等」は胎児及び新生児の出血性障害及び血液障害の省略。

63�）厚生労働省「人口動態統計」では「自然の力への曝露（X30～X39）」であるが、ここでは「自然災害」とした。
64�）厚生労働省「人口動態統計」の死因基本分類表からここでは、「転倒・転落」：（転倒・転落）、「機械的な力への

暴露」：（生物によらない機械的な力への曝露）、（生物による機械的な力への曝露）、「溺水」：（不慮の溺死及び溺水）、
「窒息」：（その他の不慮の窒息）、「火災」：（煙，火及び火炎への曝露）、「その他」：（電流，放射線並びに極端な気
温及び気圧への曝露）、（熱及び高温物質との接触）、（有毒動植物との接触）、（有害物質による不慮の中毒及び有害
物質への曝露）、（無理ながんばり，旅行及び欠乏状態）、（その他及び詳細不明の要因への不慮の曝露）、とした。
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図表Ⅰ-2-1-2 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による死亡数の推移

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態統計」により作成。
2． 「不慮の事故」（1990年以前は「不慮の事故及び有害作用」）から「交通事故」、「自然の力への曝露」（1990年以前は「天災」）
を除いたもの。
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（年）

2010200520001995199019851980
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352
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図表Ⅰ-2-1-3 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」における死因内訳

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態統計」（1996年、2016年）の「不慮の事故の種類別にみた年齢別死亡数」により作成。
2． 「交通事故」、「自然の力への曝露」を除いて集計。
3． 「溺水」は「不慮の溺死及び溺水」、「窒息」は「その他の不慮の窒息」、「火災」は「煙，火及び火炎への曝露」の略。
4． 「機械的な力への曝露」には、「生物によらない機械的な力への曝露」、「生物による機械的な力への曝露」が含まれる。
 「その他」には、「電流，放射線並びに極端な気温及び気圧への曝露」、「熱及び高温物質との接触」、「有毒動植物との接触」、「有害
物質による不慮の中毒及び有害物質への曝露」、「無理ながんばり，旅行及び欠乏状態」、「その他及び詳細不明の要因への不慮の曝
露」が含まれる。

5． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

0 歳 1 - 4 歳 5 - 9 歳 10-14歳 14歳以下（計）
1996 2016 変化率 1996 2016 変化率 1996 2016 変化率 1996 2016 変化率 1996 2016 変化率

転倒・転落 18人 0人 ▲100.0％ 46人 6人 ▲ 87.0％ 13人 3人 ▲ 76.9％ 21人 8人 ▲ 61.9％ 98人 17人 ▲ 82.7％
機械的な
力への曝露 3人 0人 ▲100.0％ 5人 0人 ▲100.0％ 6人 1人 ▲ 83.3％ 5人 0人 ▲100.0％ 19人 1人 ▲ 94.7％

溺水 17人 4人 ▲ 76.5％ 140人 26人 ▲ 81.4％ 84人 18人 ▲ 78.6％ 38人 20人 ▲ 47.4％ 279人 68人 ▲ 75.6％
窒息 198人 62人 ▲ 68.7％ 74人 20人 ▲ 73.0％ 14人 6人 ▲ 57.1％ 14人 6人 ▲ 57.1％ 300人 94人 ▲ 68.7％
火災 6人 0人 ▲100.0％ 49人 4人 ▲ 91.8％ 18人 5人 ▲ 72.2％ 16人 2人 ▲ 87.5％ 89人 11人 ▲ 87.6％
その他 11人 3人 ▲ 72.7％ 18人 1人 ▲ 94.4％ 10人 1人 ▲ 90.0％ 2人 2人 ▲  0.0％ 41人 7人 ▲ 82.9％
計 253人 69人 ▲ 72.7％ 332人 57人 ▲ 82.8％ 145人 34人 ▲ 76.6％ 96人 38人 ▲ 60.4％ 826人 198人 ▲ 76.0％
転倒・転落 7.1％ 0.0％ 13.9％ 10.5％ 9.0％ 8.8％ 21.9％ 21.1％ 11.9％ 8.6％
機械的な
力への曝露 1.2％ 0.0％ 1.5％ 0.0％ 4.1％ 2.9％ 5.2％ 0.0％ 2.3％ 0.5％

溺水 6.7％ 5.8％ 42.2％ 45.6％ 57.9％ 52.9％ 39.6％ 52.6％ 33.8％ 34.3％
窒息 78.3％ 89.9％ 22.3％ 35.1％ 9.7％ 17.6％ 14.6％ 15.8％ 36.3％ 47.5％
火災 2.4％ 0.0％ 14.8％ 7.0％ 12.4％ 14.7％ 16.7％ 5.3％ 10.8％ 5.6％
その他 4.3％ 4.3％ 5.4％ 1.8％ 6.9％ 2.9％ 2.1％ 5.3％ 5.0％ 3.5％
計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％

数が多いのは「溺水」、「窒息」で、それぞ
れ211人、206人減少しています。1996年の
死亡数は死因によって大きく異なるため、
どの程度減少したのかを1996年からの減少

率でみてみます。全体の減少率が76.0％で
あるのに対し、最も減少率が小さい「窒息」
でも68.7％と、どの死因も６割以上減少し
ており、死亡数全体の減少は特定の要因に
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よるものではないと考えられます。この間
の医療技術の進歩や、製品の改善、子ども
の生活環境の改善等が、事故の発生を抑制
したと推測されます。

2016年の「不慮の事故（交通事故、自然
災害を除く）」の死因内訳について年齢層
別にみると、「０歳」では「窒息」が約９
割を占めています（図表Ⅰ-２-１-４）。１歳
以上では、「溺水」の割合が最も大きく、
「１-４歳」で45.6％、「５-９歳」で52.9％、
「10-14歳」で52.6％と、約半数を占めて
います。このように、年齢層によって大き
い割合を占める死因が変化することから、
年齢層別に分析を行うことが重要と考えら
れます。

子どもの死亡数を国際的にみると、単純
な比較はできませんが、WHO「Global 
Health Observatory data repository」 に
よれば、2016年のOECD加盟各国の５歳未
満の人口1,000人当たりの死亡数は、日本
は2.7人であり、少ない方から６番目です。
（図表Ⅰ-２-１-５）。

事故には、死亡には至らない場合でも、
危害の程度は重いものがあります。死亡以
外の事故についても傾向を把握するため、
東京消防庁「救急搬送データ」により、子
どもの日常生活事故65による救急搬送人員

国際的には、OECD諸国平均程度

子どもの日常生活事故による救急
搬送人員数は増加傾向

図表Ⅰ-2-1-4 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による年齢層別の死
因内訳（2016年）

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態統計」（2016年）により作成。
2． 「交通事故」、「自然の力への曝露」を除いて集計。
3． 「溺水」は「不慮の溺死及び溺水」、「窒息」は「その他の不慮の窒息」、「火災」は「煙，火及び火炎への曝露」の略。
4． 「その他」には、「生物によらない機械的な力への曝露」、「生物による機械的な力」、「電流，放射線並びに極端な気温及び気
圧への曝露」、「熱及び高温物質との接触」、「有毒動植物との接触」、「有害物質による不慮の中毒及び有害物質への曝露」、「無
理ながんばり，旅行及び欠乏状態」、「その他及び詳細不明の要因への不慮の曝露」が含まれる。

5． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-2-1-5 子どもの1,000人当たりの死亡数（2016年・ＯＥＣＤ加盟国）

（備考） 1． 世界保健機関（ＷＨＯ） “Global Health Observatory data repository”により作成。
2． 値は必ずしも加盟国の公式統計ではなく、代替のものであることがある。
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数の推移をみると、2012年の14,007人から
2016年の15,706人（2012年比12.1％増）へ
と増加しています（図表Ⅰ-２-１-６）。

なお、この間65歳以上の日常生活事故に
よる救急搬送人員数も増加（2012年５万
9401人、2016年７万2198人）していますが、
15歳から64歳までの年齢層では減少（2012
年４万5906人、2016年４万4021人）してい
ます。これらの傾向は人口当たりの人数に
換算しても変わりません。

救急搬送の人員数には、発生した事故に
ついて救急搬送を要請するかどうかが影響
し、また、救急隊数が増加（2012年233隊、
2016年251隊）していることや、データが
東京消防庁の管内に限られていること等を
考慮する必要がありますが、不慮の事故に
よる死亡数が大幅に減少している一方で、

子どもの周囲にいる大人が救急搬送を要請
するような日常生活における事故は増加傾
向にあります。子どもの事故を防ぐために、
一層の取組が必要とされています。

子どもが事故に遭った時に、往々にし
て、保護者の責任が全てであるかにように
受け取られ、保護者も自身の責任と感じ、
事故の原因究明がうやむやになってしまう
ことがあります。しかし、事業者が安全な
製品を供給していたら、行政が適切に安全
の基準を設けていたら、保護者に事故の危
険性やそれを防ぐ方法を伝えていたら、事
故は起きなかったかもしれません。事故

子どもの事故を社会で防ぐ

65�）救急事故のうち、運動競技事故、自然災害事故、水難事故、労働災害事故、一般負傷に該当するものをいう。
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図表Ⅰ-2-1-6 子どもの日常生活事故による救急搬送人員数の推移

（備考）  東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
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4,910

15,706

2,487 2,571 2,680 2,725 2,769

1,384 1,485 1,536 1,478 1,635

1,895 1,992 1,996 2,040 2,020

2,268 2,312 2,478 2,561 2,570

1,494 1,636 1,669 1,748 1,802

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４―６歳 ７―14歳

図表Ⅰ-2-1-7 事故防止への取組の流れ

対策・
実行

子ども

保護者

関係者

事業者

地方公
共団体

国

事故情報
の収集

知識共有

注意喚起

効果検証

事故情報
の分析

は、保護者だけでなく、社会全体で防ぐも
のです。

子どもの事故防止に向けて行うべきは、
事故情報を収集し、類似の事故が起きない
ように幅広く注意喚起を実施することで
す。同時に、事故情報の内容について分析
し、原因究明を行い、事故が再び起きない
よう、改善できることは何か、どのような
手段が有効か、更には関係者で連携を図る

等、対策を考えることです。そして、対策
を実行に移し、その効果について検証する
ということが、社会全体での事故防止への
仕組みにつながります（図表Ⅰ-２-１-７）。

改善できるもの、又は手段としての要素
は、安全に配慮した製品の普及や家庭内等
の「環境」、保護者や子ども本人、保育士
等周囲に対する「教育」、行政機関による「法
（基準）整備」と言われています。
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事故の危害の程度は、ヒヤッとしたけれ
ど無傷なものから、死亡という最悪の事態に
至るものまで様々です。本節では、子どもに
どのような事故が起きているのかについて、
子どもが死亡した、あるいは、救急搬送を
要請したという、防止の必要性が高い危害
が重い事故について、統計データを用いて
概観します。具体的には、日本全国の死亡
について全数を対象に分析することができ
る厚生労働省「人口動態統計」における「不
慮の事故」と、東京消防庁管内に限られま
すが、救急搬送されたケースの事故直後の
状況について、全救急搬送について情報を
得ることができる東京消防庁の救急搬送に
関する統計の「救急搬送データ」66を主に用
いて、子どもの事故の現状をみていきます。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
厚生労働省「人口動態統計」：戸籍法（昭

和22年法律第224号）等に基づく出生、死亡、
婚姻、離婚及び死産を対象とした全数調査
により作成される統計。2016年は日本におけ
る死亡の総数が約131万人。全年齢での死因
は「悪性新生物」、「心疾患」、「肺炎」の三
つで５割を超え、「不慮の事故」は約３％。
不慮の事故とは、例えば、階段からの転落や

浴槽内での溺死、食品の誤えんによる窒息、
火災での死亡、交通事故等が含まれる。本
節では、「交通事故」は、交通安全政策とし
て総合的に対策が講じられていること、また、
警察庁「交通事故統計」等が別途あること
を踏まえ、「交通事故」を除いた。また、震
災等が含まれ、平時の事故とは対策が異な
ると考えられる「自然災害」も除いた。「交
通事故」と「自然災害」を除いた「不慮の
事故」について2007年から2016年までの10年
分を統合した調査票情報を消費者庁が特別
集計した結果（以下「人口動態特別集計結果」
という。）を用いている。

東京消防庁の救急搬送に関する統計：東
京消防庁管内（東京都のうち稲城市と島
しょ部を除く地域）での救急搬送されたも
の全てが登録されており、幅広い範囲の事
故情報を得ることができる。2016年の救急
搬送人員67は約69万人、うち「日常生活事
故」によるものは約13万人68。東京消防庁
のデータは日本全国を対象としたものでは
ないが、データの数が多いこと、事故の状
況等に関する記録が得られることから、
2012年から2016年までの５年分の「日常生
活事故」による救急搬送人員を統合した
データ（以下「救急搬送データ」という。）
について分析を行っている。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

子どもの事故状況第 ２節

（ １）統計データからみる子どもの事故

66�）例えば「事故情報データバンク」は消費生活上の事故、「特定教育・保育施設等における事故情報データベース」
は保育施設等での事故に限られる一方、救急搬送データは救急搬送されたもの全てが登録されており、幅広い範囲
の事故情報を得ることができる。日本全国のデータではあるが詳細な情報は含まれない総務省消防庁のデータと比
較し、救急搬送データは事故の状況を把握できる情報も含み、地方公共団体としては規模も大きい。

67�）救急搬送人員は、「急病（66.2％）」、「一般負傷（17.5％）」、「交通事故（7.0％）」、「転院搬送（6.3％）」、「加害（0.8％）」、
「運動競技（0.8％）」、「自損行為（0.5％）」、「労働災害（0.7％）」、「火災（0.1％）」、「水難事故（0.1％）」、「自然災
害（0.0％）」に種別される。このうち、「一般負傷」、「運動競技」、「労働災害」、「水難事故」、「自然災害」に該当す
るものを「日常生活事故」とし、「交通事故」は含まない。

68�）東京消防庁「救急活動の現況」（2016年）

100



子どもの事故の状況は、子どもの発達段
階が関係しています。まず、年齢層別に、
人口当たりでどの程度事故が起きているの
かをみていきます。

人口動態特別集計結果によれば、人口当
たりの「不慮の事故（交通事故、自然災害
を除く）」の死亡数は、「０歳」は、9.9人
/10万人と他の年齢層より多くなっていま
す。「１歳」で3.7人/10万人に半減、「７-14
歳」では1.0人/10万人と、年齢層が高くな
るにつれ減少しています（図表Ⅰ-２-２-１）。

「15-64歳」では6.6人/10万人と増加し、「65
歳以上」では80.8人/10万人と圧倒的に多
くなっています。
「０歳」は、後述する救急搬送データ（図
表Ⅰ-2-2-2）をみても、死亡や重篤につな
がる事故が、年齢の高い子どもに比べて多
く発生しています。「０歳」は、発達が未
熟で身体機能が弱く、事故に対してより脆
弱であると言えます。

救急搬送データで、日常生活事故による
人口当たりの救急搬送人員数を、年齢層別
にみると、「１歳」が232.5人/万人と最も
多く、「０歳」が155.4人/万人、｢２歳｣ が
190.1人/万人、「３歳」が148.9人/万人、「４
-６歳」が87.2人/万人、｢７-14歳｣ が61.5
人/万人と、いずれの年齢層も、「15-64歳」
（52.3人/万人）と比較すると多くなって
います（図表Ⅰ-2-2-2）。

子どもは、救急搬送されるような日常生
活事故に遭う機会が多いと推測されます。
中でも「１歳」が多いのは、自分で歩ける
ようになる等の発達が顕著である一方、危
険を察知する、身体の動きを自分で制御す
るといったことでは未熟であることが関係
している可能性が考えられます。

なお、｢65歳以上｣は、220.0人/万人と「１
歳」に次いで多く、高齢者の事故防止も大
きな課題であることが分かります。

日常生活事故の初診時危害程度69をみる

０ 歳の人口当たり死亡数は他の子
どもに比較して多い

15歳から64歳までの年齢層と比べて、子
どもの人口当たり救急搬送人員数は多い

０ 歳の重篤以上の割合は他の子ど
もに比較して高い

図表Ⅰ-2-2-1 「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による人口当たりの死亡数

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態調査」（2007-2016年）により作成。
2． 「交通事故」、「自然の力への曝露」を除いて集計。
3． 総務省「平成22年国勢調査」、「平成27年国勢調査」から2010年と2015年の平均人口を導出し、2007年から2016年までの平均人口と
して人口当たりの死亡数を算出した。

4． 厚生労働省の人口動態調査の調査票情報を利用し再集計しており、公表数値とは一致しない場合がある。

平均 0歳 1歳 2歳 3歳 4 - 6 歳 7 -14歳 15-64歳 65歳以上

不慮の事故（交通事故、自
然の力への曝露を除く）に
よる死亡数（人/10万人）

24.2 9.9 3.7 1.9 1.7 1.4 1.0 6.6 80.8

69�）救急搬送データでは「初診時所見程度」とされている。「死亡」：初診時死亡が確認されたもの、「重篤」：生命の
危険が切迫しているもの、「重症」：生命の危険が強いと認められたもの、「中等症」：生命の危険はないが入院を要
するもの、「軽症」：軽易で入院を要しないもの。
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と、「軽症」の割合が、６歳以下では85％
以上ですが、７歳以降では年齢層が高くな
るにつれ、「７-14歳」77.1％、「15-64歳」
69.1％、「65歳以上」56.7％と小さくなって
いきます（図表Ⅰ-2-2-2）。また、６歳以
下では「中等症」の割合が10％台前半にと
ど ま る こ と に 対 し、「65歳 以 上」 で は
39.9％と約４割になっています。６歳以下
では、７歳以上の年齢層と比べれば、より
軽い危害であっても、救急を要請する傾向
があると考えられます。

14歳以下を詳しくみると、１歳から14歳
までのそれぞれの年齢層では、生命に危険

が及ぶような「重篤」の割合は0.1％から0.3％
までの範囲内に、「死亡」の割合は0.1％未
満となっています。一方、「０歳」ではそ
れぞれ0.6％、0.2％と１歳から14歳までのそ
れぞれの年齢層と比較すると２倍以上大き
くなっています。０歳は子どもの中でも、「重
篤」や「死亡」につながる日常生活事故が
発生する頻度が高いと考えられます。

図表Ⅰ-2-2-2 日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数と初診時危害程度

（備考） 1．東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 総務省「国勢調査」（2015年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を2012年から2016年までの平均人
口として人口当たりの救急搬送人員数を算出した。

3． 「軽症」は軽易で入院を要しないもの、「中等症」は生命の危険はないが入院を要するもの、「重症」は生命の危険が強い
と認められたもの、「重篤」は生命の危険が切迫しているもの、「死亡」は初診時死亡が確認されたものを表す。

4．四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

65歳以上15―64歳７―14歳４―６歳３歳２歳１歳０歳
0

250
（人/万人）

200

150

100

50

155.4

232.5

190.1

148.9

87.2

61.5
52.3

220.0

（ １）人口当たり救急搬送人員数

0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 - 6 歳 7 -14歳 15-64歳 65歳以上 全年齢

軽症 86.79％ 87.98％ 88.50％ 87.84％ 85.52％ 77.10％ 69.12％ 56.69％ 64.43％

中等症 11.70％ 11.21％ 10.71％ 11.12％ 13.54％ 21.53％ 26.83％ 39.88％ 32.19％

重症 0.74％ 0.61％ 0.65％ 0.84％ 0.77％ 1.09％ 2.70％ 1.58％ 1.90％

重篤 0.56％ 0.19％ 0.13％ 0.17％ 0.17％ 0.25％ 1.03％ 1.19％ 1.02％

死亡 0.20％ 0.02％ 0.00％ 0.03％ 0.01％ 0.02％ 0.33％ 0.66％ 0.46％

（ ２）初診時危害程度
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性別に、子どもの日常生活事故による人
口当たり救急搬送人員数をみると、いずれ
の年齢層でも女性より男性の方が多くなっ
ています（図表Ⅰ-2-2-3）。また、女性に
対する男性の倍率は年齢が高くなるにつれ
増加していき、「０歳」では「男性」が
160.5人/万人、「女性」が150.1人/万人で男
性は女性の1.1倍ですが、「７-14歳」では「男
性」が87.3人/万人、「女性」が34.5人/万人
と2.5倍です。

また、事故が屋内と屋外のどちらで起
こったかを「屋内率」としてみると、男女
共に年齢が高くなるにつれ「屋内率」が減

少していき、その減少率は男性の方が高く
なっています。行動範囲が屋外に広がって
事故に遭う機会が増えることを背景に、成
長と共に男女の行動の違いが表れている可
能性が考えられます。事故に遭った人数が
女性よりも男性が多い傾向は、人口動態特
別集計結果でも確認できます。

次に、年齢別にどのような事故が多いか
を、救急搬送データの事故種別70の割合か
らみてみます（図表Ⅰ-2-2-4）。
「ころぶ」については、「０歳」では

11.2％と約１割ですが、「１歳」では25.3％

女性より男性の方が事故が多い

子どもの事故は「ころぶ」、「落ち
る」、「ものがつまる等」が多い

図表Ⅰ-2-2-3 性別の日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数

（備考） 1．東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 総務省「国勢調査」（2015年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を2012年から2016年までの平均人口として
人口当たりの救急搬送人員数を算出した。

７―14歳４―６歳３歳２歳
男性 

１歳０歳 ７―14歳４―６歳３歳２歳
女性 

１歳０歳
0

300
（人/万人）

250

200

150

100

50

0

100
（％）

80

60

40

20

人口当たり救急搬送人員数 屋内率（右軸）

160.5

264.6

225.2
180.7

110.3
87.3

150.1

199.2

153.9

115.7

62.9

34.5

91.7

85.1 76.6
73.0

63.0

45.4

91.5
84.3

77.4
74.0

66.9
61.4

70�）「落ちる」：倒れた際に高低差の移動を伴って受傷したもの、「ころぶ」：倒れた際に高低差の移動を伴わず受傷し
たもの、「ものがつまる等」：食品又は、食品以外のものを飲み込んで受傷したもの（目・耳・鼻へ異物が入ったも
のを含む）、「ぶつかる」：人と人、人と物との衝突により受傷したもの、「はさむ・はさまれる」：物体間又は物体
内に挟まれたもの、「やけど」：高温の液体、気体等により受傷したもの、「切る・刺さる」：刃物や鋭利物等により
受傷したもの、「かまれる・刺される」：動物や虫などにかまれた、刺された等により受傷したもの、「おぼれる」：
浴槽、プール、河川等で溺れたもの
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と倍以上の割合を占め、２歳以上では３割
以上を占めます。「ぶつかる」も年齢が高
くなるほど割合が大きくなり、「０歳」で
は5.3％ですが、年齢と共に徐々に増え、「７
-14歳」では24.0％と救急搬送人員数の約
４分の１を占めています。

一方、「落ちる」、「ものがつまる等」、「や
けど」は年齢と共に割合が小さくなる傾向
があります。「落ちる」については、「０歳」
では31.2％と約３割を占めますが、「７-14
歳」では15.1％にまで割合が半減していま
す。また、「ものがつまる等」、「やけど」
はそれぞれ、「０歳」で26.1％、8.2％に対し、
「７-14歳」では1.6％、1.5％と大きく減少
しています。
「ころぶ」と「落ちる」は各年齢を通じ

て割合が大きく、１歳から６歳まででは合
わせて半分以上を占め、「０歳」、「７-14歳」
でもそれぞれ42.4％、48.6％と４割を超え
ます。「０歳」では、「ものがつまる等」が
26.1％で、最も多い「落ちる」の31.2％に

続き、２番目に大きな割合を占めています。

救急搬送人員数の多い子どもの事故に着
目する一方、事故に遭った際の危害程度も
重要であると考えられます。救急搬送デー
タで事故種別の初診時危害程度をみると、
「おぼれる」では、生命の危険が強いと認
められる状況である「重症」以上の割合が
28.2％と顕著に高く、救急搬送人員数は少
ないものの重症化しやすいと考えられます
（図表Ⅰ-2-2-5）。次に、「重症以上率」が
高い「やけど」は2.6％と、「おぼれる」と
比較するとかなり低い割合ですが、それ以
外の事故種別と比較すると依然として高い
と言えます。

「おぼれる」、「やけど」は重症以
上の割合が高い

図表Ⅰ-2-2-4 日常生活事故による救急搬送人員数の事故種別割合

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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ここでは、子どもの事故の内容について、
データの分析を掘り下げるとともに、事故
事例なども交えて更に詳しくみていきま
す。子どもの事故で大きい割合を占めると
いう観点から「ころぶ」、「落ちる」、「もの
がつまる等」を、初診時危害程度の重症以
上率の高さの観点から「おぼれる」、「やけ
ど」を取り上げます。

救急搬送データの「ころぶ」には、「歩

道を走っていた際に前のめりに転倒し、頭
頂部を受傷したため様子をみていたとこ
ろ、おう吐症状が治まらないため救急要請
した」といった事例が含まれています71。
「ころぶ」について人口当たりの救急搬

送人員数は、「１歳」の58.8人/万人をピー
クに年齢が高くなるにつれて減少してい
き、「４-６歳」では31.2人/万人、「７-14歳」
では20.6人/万人となっています（図表Ⅰ
-2-2-6）。これは、成長に伴ってバランス
感覚や運動能力が身に付いてくるため、転
ぶこと自体が減る、転んでも受身をとって
受傷しにくくなる、といったことが背景に
あると推察されます。

屋内外の区分をみると、年齢が高くなるに
従って「屋内率」が低くなります。「０歳」

（ ２）子どもの事故の内容

「ころぶ」： １歳で頻発

図表Ⅰ-2-2-5 子どもの日常生活事故の事故種別初診時危害程度
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（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 総務省「国勢調査」（2015年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を2012年から2016年までの平均人口と
して人口当たりの救急搬送人員数を算出した。

3． 「軽症」は軽易で入院を要しないもの、「中等症」は生命の危険はないが入院を要するもの、「重症」は生命の危険が強いと認
められたもの、「重篤」は生命の危険が切迫しているもの、「死亡」は初診時死亡が確認されたものを表す。

71）東京消防庁「救急搬送データからみる日常生活事故の実態」（2016年）
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では82.7％と屋内の事故が大半を占めます
が、「７-14歳」では43.8％と成長に伴い屋外
での活動が増えていることがうかがえます。

なお、救急搬送データの「ころぶ」の重
症以上の割合は他の事故種別と比較すると
低いものの、５年間で14歳以下の53人が重

症以上となっており、当たりどころによっ
ては重症以上になる可能性も考えられます
（図表Ⅰ-2-2-5参照。）。また、事故発生数
が多いため、中等症以上の救急搬送員人数
では最も多くを占めています。

図表Ⅰ-2-2-6 「ころぶ」の年齢別屋内外内訳

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 総務省「国勢調査」（2015年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を2012年から2016年までの平均人口とし
て人口当たりの救急搬送人員数を算出した。
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転倒事故の事例
特に０歳児、１歳児は、歩行が不安定なためか、転んでテーブル等にぶつかり、けがをしたケー

スが目立ちます。月齢でみると生後７か月からこのような事故が増え始め、事例としては、「伝
い歩きから転倒し、テーブルの脚に頭をぶつけて硬膜外血腫となった」ものなどがあります72。

72�）国民生活センター「発達をみながら注意したい０・１・２歳児の事故―医療機関ネットワーク情報から―」（2016
年１月14日公表）

106



救急搬送データの「落ちる」について年
齢別にみると、人口当たりの救急搬送人員
数は「１歳」が59.9人/万人で最も多く、51.5
人/万人の「２歳」、48.4人/万人の「０歳」
と続きます（図表Ⅰ-2-2-7）。一方、初診時
危害程度をみると「重症以上率」は、３歳
以下では1.0％以下ですが、「４-６歳」では
1.6％、「７-14歳」では3.2％と、年齢が高く
なるにつれ重症以上の割合が高くなります。

また、年齢別に事故の屋内外の区分をみ
ると、「屋外」の割合は、「０歳」では
10.1％と１割程度ですが、年齢が高くなる
ほど「屋外」の割合が大きくなり、「４-６
歳」では49.9％と約半分、「７-14歳」では

62.3％と６割を超えます（図表Ⅰ-2-2-8）。
これは（図表Ⅰ-2-2-6）でみた「ころぶ」
と同様の傾向であり、成長に伴い屋外での
活動が増えていることがうかがえます。事
故の事例としては、「友人と14階建てマン
ションの屋外階段13階部分で遊んでいたと
ころ、手すりを飛び越え１階屋外駐車場へ
転落した。」といったものがみられます73。
この事例のように「屋外」には高所からの
転落が含まれるため、重症化しやすいと推
測され、「７-14歳」の重症以上の割合が大
きいこととも関係していると考えられます。

人口動態特別集計結果では、「転倒・転落」
の死因内訳をみることができます。年齢別
に死因内訳をみると、成長に伴って内訳が
変化していることが分かります（図表Ⅰ
-2-2-9）。特に「０歳」は特徴的で、「スリッ

「落ちる」： ７歳から14歳までの転落事故
は主に屋外で発生し、症状が重い傾向

図表Ⅰ-2-2-7 「落ちる」の年齢別初診時危害程度

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 総務省「国勢調査」（2015年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を2012年から2016年までの平均人口と
して人口当たりの救急搬送人員数を算出した。

4． 「軽症」は軽易で入院を要しないもの、「中等症」は生命の危険はないが入院を要するもの、「重症」は生命の危険が強いと認
められたもの、「重篤」は生命の危険が切迫しているもの、「死亡」は初診時死亡が確認されたものを表す。
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73）東京消防庁「救急搬送データからみる日常生活の事故」（2014年）
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図表Ⅰ-2-2-8 「落ちる」の年齢別屋内外内訳

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表Ⅰ-2-2-9 「転倒・転落」の年齢別死因内訳

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態調査」（2007-2016年）により作成。
2． 各年齢後の（ ）内は2007年から2016年までの10年間の死亡数。
3． 「その他」には、「その他の転落」、「アイススケート，スキー，ローラースケート又はスケートボードによる転倒」、「がけか
らの転落」、「溺死又は溺水以外の損傷を生じた水中への潜水又は飛込み」、「運動場設備からの転落」、「他人との衝突又は他
人に押されることによる同一平面上でのその他の転倒」、「その他の家具からの転落」が含まれる。

4． 厚生労働省の人口動態調査の調査票情報を利用し再集計しており、公表数値とは一致しない場合がある。
5． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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他人によって運ばれているとき又は支えられているときの転倒・転落
階段及びステップからの転落及びその上での転倒 椅子からの転落 ベッドからの転落
その他
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プ、つまづき及びよろめきによる同一平面
上での転倒」（27.3％）や「他人によって
運ばれているとき又は支えられているとき
の転倒・転落」（39.4％）、「ベッドからの
転落」（18.2％）の割合が大きくなってい
ます。例えば、「スリップ、つまづき及び
よろめきによる同一平面上での転倒」では、
つかまり立ちした子どもが転倒する場合や
「他人によって運ばれているとき又は支え
られているときの転倒・転落」では親に抱っ
こされた子どもが落ちてしまう場合などが

想定されます。これらは落ちる高さが比較
的低いといえますが、それでも０歳児に
とっては致命的になる場合もあると考えら
れます。０歳児は三頭身ほどの身体であり、
重心が頭部寄りにあるため、頭から落ちや
すいと推測されます。また、頭部外傷が軽
微な事故でも思わぬ重篤な症状になったり
することもあります74。これらのことが０
歳児の「転倒・転落」による死亡に影響し
ている可能性が考えられます。

転落事故の事例
①大人用ベッドからの転落

０歳児、１歳児が数十センチメートル以上の高さの大人用ベッドから転落すると、頭蓋骨骨折
や頭蓋内損傷を受傷することがあります。また、転落をきっかけに大人用ベッドと壁や物との間
に頭が挟まれて窒息するケースもあり、場合によっては命を落とす可能性があります75。

②窓やベランダからの転落
窓やベランダからの子どもの転落事故は、子どもが窓枠やベランダの

手すりを乗り越えて転落したり、窓の網戸やベランダのパネルが外れた
りするなどして転落するケースが見られます。高所からの転落は、生命
に危険を及ぼす可能性が高く、十分な注意が必要です。「自宅マンション
３階の窓より15m下の道路に転落した。窓の横に足がかりになる物が置
いてあった。保護者は同じ部屋にいたが、転落に気付かなかった。頭蓋
内損傷、全身打撲などの重症を負った」という事例などがみられます76。

（備考） �写真提供：国民生活センター

寝返り等をして、ベッドの端から転落。 転落し、頭部や身体に受傷。

大人用ベッドからの転落事故のイメージ画像

74）国民生活センター「小児の頭部外傷の実態とその予防対策」（1997年９月24日公表）
75�）消費者庁「０～１歳児の大人用ベッドからの転落事故に御注意ください！―頭蓋骨骨折、窒息などの事故が起き

ており、危険です―」（2017年11月８日公表）
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（図表Ⅰ-2-2-4）でみたとおり、救急搬
送データで「ものがつまる等」は「０歳」
で２番目に多い事故種別です。「ものがつ
まる等」の関連器物77について、食品かそ
れ以外かに分類したところ、「食品以外」
の割合は、最も大きい「０歳」の88.0％か
ら年齢が高くなるにつれ小さくなるもの
の、「７-14歳」でも57.5％と半分以上を占
めました（図表Ⅰ-2-2-10）。食品で主にみ
られるのは、「魚等の骨」、「アメ玉類」です。

食品以外で主にみられるものは、１歳以下
では「タバコ」、「その他の玩具」、「包み・
袋」など、２歳から14歳まででは「ビー玉
類」、「その他の玩具」などです。

どの年齢層でも「食品」を関連器物とし
た救急搬送が起こっており、日常的な行動
である食事にもリスクが潜んでいるといえ
ます。食品以外の誤飲・誤えんに注意する
ことは当然ですが、小さく切って食べやす
い大きさにする、水分で喉を湿らせる、よ
くかんで食べる、遊びながら食べない、と
いった注意が必要です。

「ものがつまる等」：食事にも誤
えんによる救急搬送のリスクが

図表Ⅰ-2-2-10 「ものがつまる等」の食品と食品以外の割合

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 関連器物を「食品」と「食品以外」に分類。
4． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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76�）消費者庁「窓やベランダからの子どもの転落事故に御注意ください！―転落事故は特に１～３歳の子どもに注意
が必要で、春から夏に多く見られます―」（2018年３月14日公表）

77�）受傷原因に直接又は間接的に影響があった器物のことをいう。
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（図表Ⅰ-2-2-5）でみたとおり、「おぼれ
る」は重症以上の割合が高く、３割近くが
生命の危険にさらされる事態になっていま
す。救急搬送データで事故の関連器物をみ
ると、「０歳」では98.2％、「１歳」では
98.5％、「２歳」では92.0％と、０歳から２
歳までは９割以上を「浴槽」が占めます（図

表Ⅰ-2-2-11）。一方、「７-14歳」では「浴槽」
の割合は27.6％と比較的小さく、代わりに
「河川」が37.9％と４割近くを占めるよう
になります78。

このような傾向は人口動態特別集計結果
でも同様です。「溺水」の内訳79をみると、
「浴槽での溺水」は、「０歳」、「１歳」で
はそれぞれ84.1％、80.3％と８割以上を占
めるのに対し、「２歳」では37.9％と大き
く減少し、「３歳」では32.7％となってい

「おぼれる」：０歳から２歳までは浴槽
が９割以上、年齢が高くなると河川

物が喉に詰まってしまった時の応急処置方法
子どもの年齢や大きさにより、以下の応急処置を、口の中に指を入れることをせず
に行ってください。また、応急処置後は速やかに医療機関を受診しましょう。

０
歳
児

背部こう打法

片腕にうつ伏せに乗せ顔を支えて、頭を低くして、背
中の真ん中を平手で何度も連続してたたきます。なお、
腹部臓器を傷つけないよう力を加減します。

１
歳
以
上

背部こう打法変法

立て膝で太ももがうつ伏せにした子のみぞおちを圧迫
するようにして、頭を低くして、背中の真ん中を平手
で何度も連続してたたきます。なお、腹部臓器を傷つ
けないよう力を加減します。

満
５
歳
以
上

腹部突き上げ法
（ハイムリック法）

後ろから両腕を回し、みぞおちの下で片方の手を握り
拳にして、腹部を上方へ圧迫します。この方法が行え
ない場合は、横向きに寝かせて、又は、座って前かが
みにして背部こう打変法を試みます。

（備考） �消費者庁「豆やナッツ類は、３歳頃までは食べさせないようにしましょう！豆やナッツ類を誤嚥
えん

して、
気管支炎や肺炎を起こしたり、窒息したりするおそれがあります」（2018年１月31日公表）

78�）警察庁「平成28年における水難の概況」（2017年6月15日公表）では、2016年の中学生以下の子どもの水難事故に
よる死者数は、場所別で「海」、「河川」、「湖沼池」、「用水路」、「プール」のうち「河川」が最も多く、約６割を占
めることを報告している。これは、救急搬送データの関連器物に「河川」がみられることと一致している。
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ます。「４-６歳」では20.2％、「７-14歳」
では23.3％と約２割で、年齢が高くなるに
つれ割合が小さくなります（図表Ⅰ-2-2-
12）。一方、「４-６歳」、「７-14歳」では、
海や河川等の「自然の水域での溺水」がそ
れぞれ47.3％、56.6％と約半分を占めてお
り、成長に伴いおぼれる場所が変化してい
ることがみて取れます。

このような状況から、０歳から２歳まで
に対してと３歳以上に対してとでは、同じ
「溺水」でもそれぞれで異なる対策が必要
であると考えられます。例えば、０歳から
２歳までに対しては、入浴中に目を離さな
い、お風呂の水を抜く、浴室に鍵をする、
といった対策が考えられます。また、３歳
以上に対しては、海や河川等での溺水の危

険について本人に言い聞かせたり、ライフ
ジャケットの着用といった具体的な対策を
教えたりすることが有効であると考えられ
ます。

図表Ⅰ-2-2-11 「おぼれる」の年齢別関連器物

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

1.5

4.0

26.7

14.3

27.6

6.7

7.1

37.9

4.0

6.7

14.3

6.9

6.7

7.1

1.898.2

98.5

92.0

53.3

57.1

27.6

0 10080604020

７―14歳（29人）

４―６歳（14人）

３歳（15人）

２歳（25人）

１歳（67人）

０歳（56人）

浴槽 ビニールプール プール 河川 その他
（%）

79�）厚生労働省「人口動態統計」の死因基本分類表からここでは、「浴槽での溺水」：浴槽内での溺死及び溺水、浴槽
への転落による溺死及び溺水、「水泳プールでの溺水」：水泳プール内での溺死及び溺水、水泳プールへの転落によ
る溺死及び溺水、「自然の水域での溺水」：自然の水域内での溺死及び溺水、自然の水域への転落による溺死及び溺水、
「その他の溺水」：その他の明示された溺死及び溺水、詳細不明の溺死及び溺水、とした。
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図表Ⅰ-2-2-12 「溺水」の年齢別死因内訳

（備考） 1． 厚生労働省「人口動態統計」（2007-2016年）により作成。
2． 各年齢後の（ ）内は2007年から2016年までの10年間の死亡数。
3． 「浴槽での溺水」は「浴槽内での溺死及び溺水」と「浴槽への転落による溺死及び溺水」の合計、「水泳プールでの溺水」は「水
泳プール内での溺死及び溺水」と「水泳プールへの転落による溺死及び溺水」の合計、「自然の水域での溺水」は「自然の
水域内での溺死及び溺水」と「自然の水域への転落による溺死及び溺水」の合計、「その他の溺水」は「その他の明示され
た溺死及び溺水」と「詳細不明の溺死及び溺水」の合計。

4． 厚生労働省の人口動態調査の調査票情報を利用し再集計しており、公表数値とは一致しない場合がある。
5． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

12.7

17.1

41.4

32.7

24.1

17.9

3.2

2.0

19.0

28.8

47.3

56.6

0.7

1.7

5.8

8.4
2.2

84.1

80.3

37.9

32.7

20.2

23.3

0.0

0 10080604020

７―14歳
（459人）

４―６歳
（203人）

３歳
（52人）

２歳
（58人）

１歳
（152人）

０歳
（63人）

（％）
浴槽での溺水 水泳プールでの溺水 自然の水域での溺水 その他の溺水

子どもが溺れるとき

出典：佐久医師会、佐久市 教えて！ドクタープロジェクト
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救急搬送データの「やけど」について年
齢別にみると、「０歳」で12.7人/万人、「１
歳」で18.0人/万人と、「０歳」と「１歳」
の人口当たり救急搬送人員数が多いことが
分かります（図表Ⅰ-2-2-13）。「２歳」で
は6.1人/万人、「３歳」では3.6人/万人、「４
-６歳」では1.9人/万人と、年齢が高くな
るにつれ人口当たり救急搬送人員数は減っ
ていき、「７-14歳」では0.9人/万人と「１歳」
の約20分の１になっています。一方、初診
時危害程度に年齢による一定の傾向はみら
れず、最も「重症以上率」が低い「２歳」
でも1.6％と、いずれの年齢でも１％以上

が生命の危険が強いと認められる重症以上
となっています。年齢によって事故の頻度
は異なる一方、初診時危害程度に傾向がな
いことが「やけど」の特徴と考えられます。
「やけど」の原因となった関連器物をみ

ると「味噌汁・スープ」、「お茶・コーヒー」、
「メン類」等の食事に関するものが高い割
合を占めています（図表Ⅰ-2-2-14）。これ
らの熱い食事には日常的に接する機会が多
いと考えられ、いつもと違う行動をした時
や一瞬の油断が生じた時に事故が起こって
いるのではないかと推察されます。また、
それぞれの関連器物の割合は年齢によって
大きな変化はみられず、年齢によらず食事
の場面には注意が必要であることが分かり
ます。

「やけど」：食事に関係して発生

図表Ⅰ-2-2-13 「やけど」の年齢別初診時危害程度

（備考） 1． 東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。
2． 各年齢後の（ ）内は2012年から2016年までの 5年間の救急搬送人員数。
3． 総務省「国勢調査」（2015年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を2012年から2016年までの平均人口として
人口当たりの救急搬送人員数を算出した。

4． 「軽症」は軽易で入院を要しないもの、「中等症」は生命の危険はないが入院を要するもの、「重症」は生命の危険が強いと認めら
れたもの、「重篤」は生命の危険が切迫しているもの、「死亡」は初診時死亡が確認されたものを表す。

3.1

2.9

1.6

3.3

2.4

2.0

７―14歳
（356人）

４―６歳
（292人）

３歳
（180人）

２歳
（321人）

１歳
（944人）

０歳
（683人）

0

20

15

10

5

0.0

3.5
（人/万人） （％）

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

軽症 中等症 重篤 死亡重症 重症以上率（右軸）

0.0
0.0

0.4

0.1
0.0

0.4

0.0
0.0

0.1

0.0
0.0

0.1 0.0
0.0

0.0
0.0
0.0

0.0

2.5

12.7

3.5

18.0

1.0
6.1

0.7

9.8

14.0

5.0
2.8

3.6

1.6 0.3
1.9

0.7

0.20.9
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「ころぶ」、「落ちる」、「ものがつまる等」、
「おぼれる」、「やけど」とそれぞれの事故
種別について詳しくみてきましたが、改め
て、成長に伴う事故内容の変化を別の観点
からみてみましょう。救急搬送データにつ
いて、事故種別に関連器物の上位５位を一
覧にしました（図表Ⅰ-2-2-14）。
「やけど」、「かまれる・刺される」は年

齢によって上位の関連器物が大きく変化す
ることはありませんが、その他の事故種別
では年齢に伴う変化がみられます。例えば

「０歳」をみると、「落ちる」では「ベッド」、
「人」が、「ものがつまる等」では「包み・
袋」、「タバコ」が上位にある点が特徴的で
す。また、１歳から３歳までで上位に入っ
てくるものとして、「ころぶ」の「階段」や、
「落ちる」の「椅子」及び「自転車の補助
イス」、「切る・刺さる」の「歯ブラシ」及
び「耳掻き・綿棒」などが挙げられます。

「７-14歳」では、「ころぶ」の「運動施設」、
「ぶつかる」の「ボール」など、６歳以下
では５位までに入っていなかった関連器物
が１位や２位に入ってくるなど、大きな変
化があります。

日常生活事故の関連器物は年齢と
共に変化

炊飯器や電気ケトル等によるやけど事故の事例
製品による子どものやけど事故の中で、炊飯器や電気ケトル等80は、暖房器具と共に主な要因

となっています。乳幼児の報告件数が多く、入院を要するなど重症の事例も多くあります81。

炊飯器や電気ケトル等によるやけど事故のイメージ画像

80）ここでは、「電気ケトル等」とは、電気ケトル、電気ポット、魔法瓶、水筒、やかんのことを指す。
81�）消費者庁「炊飯器や電気ケトル等による、乳幼児のやけど事故に御注意ください―使用環境に注意し、安全に配

慮された製品で事故防止を―」（2017年12月13日公表）
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図表Ⅰ-2-2-14 救急搬送データにおける事故種別の関連器物上位

（備考）  東京消防庁「救急搬送データ」（2012-2016年）に基づき消費者庁が集計。

ころぶ 落ちる
0歳 1歳 2歳 3歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳

居室 342 居室 733 居室 465 居室 379 居室 533 運動施設 2,091 ベッド 754 階段 825 階段 716 階段 418 階段 452 階段 500

その他
の家具 70 その他の家具 332 その他の家具 265 階段 166 道路 420 道路 628 人 342 椅子 538 椅子 360 椅子 188 滑り台 209 滑り台 240

ベビー
カー 53

机・
テーブ
ル

175 階段 199 その他の家具 157 階段 345 人（衝突のみ） 556 階段 288
自転車
の補助
イス

320
自転車
の補助
イス

334
自転車
の補助
イス

186 椅子 178
フェン
ス・柵・
塀

232

道路 39 椅子 162 道路 185 店内 152 その他の家具 250 居室 494 椅子 251 ベッド 226 ベッド 153 滑り台 87 ベッド 157 植物 232

机・
テーブ
ル

36
階段 151 浴室 138 道路 149 公園 239 階段 328 ソファ 222 ソファ 154

人 109
ベッド 86 その他の遊具 142 雲梯 202

滑り台 109椅子 36

ぶつかる ものがつまる等
0歳 1歳 2歳 3歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳

その他
の家具 83 その他の家具 211 その他の家具 215 その他の家具 148 その他の家具 229 人（衝突のみ）1,433

包み・
袋 447 タバコ 195

薬剤等
による
もの

115 ビー玉類 75 アメ玉類 107 魚等の骨 53

人（衝
突のみ） 40

机・
テーブ
ル

117
机・
テーブ
ル

113
机・
テーブ
ル

94 人（衝突のみ） 162 ボール 850 タバコ 293
薬剤等
による
もの

164 その他の玩具 88 その他の玩具 74 ビー玉類 88 アメ玉類 36

机・
テーブ
ル

31 ベッド 46 柱 60 壁・天井 55
机・
テーブ
ル

127 手動ドア 241 その他の玩具 242 その他の玩具 129 魚等の骨 72 アメ玉類 65 その他の玩具 88 ビー玉類 30

椅子 24 椅子 43 人（衝突のみ） 55 手動ドア 54 壁・天井 103 壁・天井 198 不明 214 電池 93 アメ玉類 62 魚等の骨 51 魚等の骨 79 その他の玩具 17

壁・
天井 17 柱 43 手動ドア 54 人（衝突のみ） 44 手動ドア 103 柱 187 異物 94 不明 90 ビー玉類 45

薬剤等
による
もの

44
薬剤等
による
もの

33
硬貨 16

食物 16

やけど 切る・刺さる
0歳 1歳 2歳 3歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳

味噌汁
・
スープ

141 熱湯 202 熱湯 71 熱湯 41
味噌汁
・
スープ

69
味噌汁
・
スープ

94
ハサミ
・
爪切り

29 ナイフ 100 ナイフ 69 ナイフ 34 ナイフ 85 ナイフ 194

お茶・
コー
ヒー類

131
お茶・
コー
ヒー類

201
味噌汁
・
スープ

65
味噌汁
・
スープ

37 熱湯 56 熱湯 86 日用品 11 歯ブラシ 95 歯ブラシ 62 耳掻き・綿棒 24
ハサミ
・
爪切り

43 手動ドア 126

熱湯 119
味噌汁
・
スープ

174 メン類 52 メン類 20 メン類 48 メン類 51 食器類 11
ハサミ
・
爪切り

52 耳掻き・綿棒 36 歯ブラシ 23 耳掻き・綿棒 32 ガラス片 77

ポット
・
魔法瓶

95
ポット
・
魔法瓶

87
お茶・
コー
ヒー類

35
お茶・
コー
ヒー類

17
お茶・
コー
ヒー類

27
お茶・
コー
ヒー類

17 耳掻き・綿棒 8 耳掻き・綿棒 40
ハサミ
・
爪切り

31
ハサミ
・
爪切り

15 ガラス片 31

針・
ヘアピ
ン・
釘等

64

メン類 53 メン類 74
ポット
・
魔法瓶

19
ポット
・
魔法瓶

13
ポット
・
魔法瓶

14
ポット
・
魔法瓶

16 歯ブラシ 8 食器類 36 食器類 19 食器類 12 食器類 27 食器類 48

かまれる・刺される
0歳 1歳 2歳 3歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳

動物等 35 動物等 44 動物等 25 動物等 22 虫 62 虫 208
虫 6 虫 21 虫 17 虫 14 動物等 50 動物等 114

おぼれる
0歳 1歳 2歳 3歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳

浴槽 55 浴槽 66 浴槽 23 浴槽 8 浴槽 8 河川 11
家具 1 その他 1 その他 1 その他 4 その他 2 浴槽 8

プール 1 プール 1 プール 2 その他 8
河川 1 河川 1 プール 2
ビニール
プール 1 ビニールプール 1

はさむ・はさまれる
0歳 1歳 2歳 3歳 4 ‒ 6 歳 7 ‒14歳

手動ド
ア 49 手動ドア 261 手動ドア 146 手動ドア 138 自転車 200 手動ドア 156

椅子 17 エレベーター 63 エレベーター 39 自転車 50 手動ドア 193 自転車 128

その他
の家具 13 椅子 42

鉄道車
両の戸
袋

39
鉄道車
両の戸
袋

29
鉄道車
両の戸
袋

46
自転車
の補助
イス

21

鉄道車
両の戸
袋

11
鉄道車
両の戸
袋

33 自転車 32 エレベーター 23
自転車
の補助
イス

41

自動車
のドア
（トラック・
バスを含む）

16

人 8 その他の家具 28 椅子 25

自動車
のドア
（トラック・
バスを含む）

21

自動車
のドア
（トラック・
バスを含む）

25 植物 16

116



これまでみてきたように、同じ事故種別
でも、年齢によって発生頻度や危害程度な
ど、その内容は大きく変化します。「ころぶ」
では、１歳をピークに年齢が高くなると人
口当たり救急搬送人員数が減少し、「屋内
率」が低くなりました。「落ちる」では、
年齢が高くなるに従って「屋内率」が低く
なり、症状も重症化する傾向がみられまし
た。「ものがつまる等」では、年齢が高く
なるにつれ、関連器物の食品以外の割合が
減少しました。「おぼれる」をみると０歳
から２歳までは「浴槽」での事故が圧倒的
に多く、年齢が高くなると「河川」等の自
然水域での事故が増えました。

このように、成長に伴って変化する事故
内容に対応し、対策の方も変化させていく
ことが求められます。消費者庁では、発達
段階と起こりやすい事故をマップにした
「子どもを事故から守る！事故防止ハンド
ブック」（以下「事故防止ハンドブック」
という。）を2017年４月に発行し、それぞ
れの事故に応じた注意点を紹介しています
（図表Ⅰ-2-2-15）。この注意点は、主に保

護者に向けたものとなっていますが、保護
者のみが子どもから常時目を離さないでい
ることは困難です。子どもの事故を防ぐに
は、保護者だけでなく、様々な関係者の取
組が求められます。第４節でその内容をみ
ていきます。

子どもの事故内容は成長に伴って
変化

図表Ⅰ-2-2-15 子どもの発達と起こりや
すい事故

未就学児に予期せず起こりやすい事故とその予防法、対処法の
ポイントをまとめたもの。消費者庁ウェブサイトからのダウン
ロードが可能。
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各種事故についての対策や主な注意ポイント

転倒・転落事故
０～１歳児の大人用ベッドからの転落事故
○�０～１歳児は、できるだけベビーベッドで寝かせ、

常に柵を上げる。
〇�子どもの頭や顔が挟まる隙間をなくす等、寝室の

環境に注意する。

抱っこひも使用時の転落事故
○�ものを拾うなどで、前にかがむ際は、必ず子ども

を手で支える。
○�おんぶや抱っこをする時や、降ろす時は、低い姿

勢で行う。
〇�バックル類の留め具や、ベルトのゆるみ、子ども

の位置など、取扱説明書を読んで、正しく使用する。

窓やベランダからの転落事故
○�子どもを一人でベランダや開いている窓に近寄ら

せない。
○�窓に補助錠を付けるなど、子どもが一人で完全に

開けられないようにする。
〇�ベランダの手すりや、窓の近くに足がかりとなる

物を置かない。

誤飲・誤えん事故
食品による誤えん事故
○�食べ物は食べやすい大きさにしてから与える。
○�汁物などの水分を適切に与える。
○�豆・ナッツ類は３歳頃までは食べさせない。

食品以外による誤飲・誤えん事故
○�トイレットペーパーの芯を通るような物（小さい

おもちゃ等）は子どもの手の届く所に置かない。
○�おもちゃの対象年齢に注意する。
○�食事の前には異物が口腔内にないことを確認する。
○�ボタン電池の誤飲は重症事故につながるおそれが

ある。
○�医薬品、たばこ、お酒などは子どもの手が届かな

いところに置く。

溺れる事故
○�入浴中は目を離さない。子どもは静かに溺れる。
○�浴槽や洗濯機の水は使用後に抜いておく。
○�海や川で遊ぶときはライフジャケットを着用し、

大人が付き添う。

やけど事故
○�お茶、みそ汁、電気ケトル、暖房器具、調理器具

等でやけど事故が発生。
○�熱源は子どもの手が届かない場所に置く。
○�テーブルクロスやコードを引っ張ってしまわない

ようにする。
○�安全に配慮された製品を選ぶ。
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子どもの事故は、前節でみてきたように、
発達段階に応じた特徴があり、日常生活の
中で起きています。

子どもが自分の行動が事故へつながるこ
とを想像するのは困難です。子どもの事故
防止に向けては、周囲にいる人が「子ども
は小さな大人ではない」ということ、日常
の生活の中での身近なものが、大人と違っ
て子どもにとっては事故につながるリスク
があることを知り、防止策を講じることが
求められます。そこで本節では、子どもの
事故に対する社会全体の認知度や、事故防
止への意識等をアンケート調査の結果から
みていきます。

その上で、家庭での子どもの生活環境を
整える立場にある保護者に焦点を当て、事
故に関する意識や事故防止の取組の状況を
尋ねた調査結果を紹介し、子どもの年齢や
親の属性による違い等も示していきます。

さらに、保育施設において子どもに関わ
る保育士に、事故防止について尋ねた結果
も紹介して、子どもを取り巻く人々の意識
等の現状を明らかにしていきます。

2017年11月に実施した消費者庁「消費者
意識基本調査」で、日常生活における子ど
もの事故防止について８項目82の知識を尋
ねたところ、「チャイルドシートの使用義
務」に関して「知っていた」という回答が
91.7％と最も高い結果となりました（図表
Ⅰ-２-３-１）。次いで、「ベランダに踏み台に
なるものを置くことの事故発生リスク」が
87.5％となっています。一方、「安全に配
慮された製品に付けられるマーク」につい
ては約５割にとどまり、「誤飲チェッカー」
は16.3％と、多くで認知されていないこと
が分かりました。

さらに子どもがいる人83についてみる
と、「チャイルドシートの使用義務」
（98.4％）のほか、「ベランダに踏み台に
なるものを置くことの事故発生リスク」
（93.9％）、「ボタン電池の誤飲」（91.0％）
も９割を超えています。

回答者全体と子どもがいる人では、８項
目の認知度の順序は同様でしたが、回答者
全体と比べて子どもがいる人の方が８項目
全てで認知度が高く、事故防止に対する知

子どもの事故防止に関する意識・行動第 ３節

子育て中の人の方が、事故防止の
知識を持っている

82�）ここでは、「法令上、６歳未満の子供について、自動車乗車時にチャイルドシートを使用する義務があること」
を「チャイルドシートの使用義務」、「歩いたり、階段の登り降りができたりする乳幼児がいる場合、ベランダに植
木鉢や椅子などの踏み台になるものを置くことは、事故発生のリスクがあること」を「ベランダに踏み台になるも
のを置くことの事故発生リスク」、「乳幼児のボタン電池の誤飲により、食道や胃が損傷される重症事例があること」
を「ボタン電池の誤飲」、「０～１歳児に柔らかい寝具（敷布団やマットレス等）を使用すると顔が埋まって窒息す
るリスクがあること」を「柔らかい寝具の窒息リスク」、「1歳未満の乳幼児にハチミツを食べさせてはいけないこと」
を「１歳未満にハチミツを食べさせてはいけないこと」、「法令上、13歳未満の子供について、自転車乗車時にヘルメッ
トを着用させる努力義務があること」を「自転車乗車時のヘルメット着用努力義務」、「PSCマーク、SGマーク、
STマークとは、それぞれ安全に配慮された製品に付けられるマークであること」を「安全に配慮された製品に付け
られるマーク」、「０～３歳くらいの子供の口に入る大きさの物を測定する『誤飲チェッカー』という物があること」
を「誤飲チェッカー」、と省略した。

83�）最年少の同居者が14歳以下で、子どもと同居し、かつ、孫と同居していない人を子どもがいる人とした。
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識を備えていることが分かります。
特に「１歳未満にハチミツを食べさせて

はいけないこと」（以下「ハチミツ」とい
う。）や「誤飲チェッカー」に関する知識
では、両者の差が大きくなっています。一
方で、子どもがいる人の中に、「ハチミツ」
や「誤飲チェッカー」に関する知識がない

人が各々12.7％、59.9％おり、より徹底し
た周知が課題となっています。

回答者全体と子どもがいる人で大きな差
が見られた「ハチミツ」と「誤飲チェッカー」
に関する知識について、次に、子どもがい
る人のみを対象として、子どもの年齢や父
親か母親84かという属性で分けてみます。

図表Ⅰ-2-3-1 子どもの事故防止についての知識

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。各項目は調査票の項目名を省略している。
2． 「あなたは、日常生活における子供の事故防止について、以下のようなことを知っていますか。当てはまるものを 1つずつお
選びください。」との問に対する回答。

3． 「子供がいる人」とは、最年少の同居者が14歳以下で、子供と同居し、かつ、孫と同居していない人。

1.4

7.5

11.7

5.9

16.1

8.6

22.7

10.9

31.3

12.7

35.0

30.2

47.9

39.2

82.9

59.9

91.7

98.4

87.5

93.9

82.8

91.0

76.4

88.8

67.9

86.9

64.2

69.4

51.1

60.6

16.3

39.8

0 100
（％）

80604020

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

知っていた 知らなかった 無回答

チャイルドシートの使用義務

ベランダに踏み台になるものを
置くことの事故発生リスク

ボタン電池の誤飲

柔らかい寝具の窒息リスク

１歳未満にハチミツを食べさせ
てはいけないこと

自転車乗車時のヘルメット着用
努力義務

安全に配慮された製品に付けら
れるマーク

誤飲チェッカー

84�）最年少の同居者が14歳以下で、子供と同居し、かつ、孫と同居していない男性を父親、女性を母親とした。
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「ハチミツ」については、「６歳以下」の
子どもがいる母親の認知度は97.7％と最も
高く、ほとんどが「知っていた」という結
果となりました。次いで「７歳から14歳ま
で」の子どもがいる母親が93.0％、「６歳
以下」の子どもがいる父親が83.5％、「７
歳から14歳まで」の子どもがいる父親が
70.5％の順になりました（図表Ⅰ-２-３-２）。
「誤飲チェッカー」についても、「６歳以

下」の子どもがいる母親の認知度は
53.0％、「７歳から14歳まで」の子どもが
いる母親が42.2％というように、「ハチミ
ツ」の結果と同様の順序となりました。こ
こから、子どもが小さいほど、また母親の
方が父親に比べ、子どもの事故防止に関す
る認識が強いことがうかがわれます。

同じく「消費者意識基本調査」で、子ど
もの事故防止を進めるために役立つものを
聞いたところ、回答者全体では、６項目中
「保護者への注意喚起」が84.0％と最も高
く、他の項目を大きく上回る結果となりま

した（図表Ⅰ-２-３-３）。子どもがいる人で
も84.2％とほぼ同様の結果であり、「保護
者への注意喚起」が事故防止を進めるため
に役立つ取組として期待されていることが
分かります。

また、「子供の事故に関する情報の公開」
は子どもがいる人で58.8％と、回答者全体
の48.7％と比べ10.1ポイント高く、子ども
がいる人が子どもの事故に関する情報を重
視していることが示唆されます。

一方、「地域での見守り活動」は回答者
全体が30.8％で、子どもがいる人の26.1％
を上回り、子どもがいる人以外も地域で子
どもを見守る意識を持っていることが分か
る結果となりました。

「消費者意識基本調査」の結果から、回
答者全体と子どもがいる人では子どもの事
故防止に関する知識に差がみられることが
分かりました。また、子どもがいる人でも
子どもの年齢や、父親か母親かといった属
性で違いがみられました。そこで、小さな

事故防止に役立つ取組は「保護者
への注意喚起」

事故防止の正しい知識の修得は出
産後に広がる

図表Ⅰ-2-3-2 子どもの事故防止についての認知度（子どもの年齢・父親母親別）

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「 1 歳未満の乳幼児にハチミツを食べさせてはいけないこと」、「０～３歳くらいの子供の口に入る大きさの物を測定する『誤飲チェッ
カー』という物があること」について、知っているかとの問に対する「14歳以下の子供がいる人」の「知っていた」と回答した人
の割合。

3． 「子供がいる人」とは、最年少の同居者が14歳以下で、子供と同居し、かつ、孫と同居していない人。

1 歳未満の乳幼児にハチミツを食べさせてはいけないこと

父親 母親

6歳以下の子どもがいる

7歳から14歳までの子どもがいる

83.5％ 97.7％

70.5％ 93.0％

0 ～ 3 歳くらいの子供の口に入る大きさの物を測定する「誤飲チェッカー」という物があること

父親 母親

6歳以下の子どもがいる

7歳から14歳までの子どもがいる

33.3％ 53.0％

27.9％ 42.2％
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子どもがいる保護者等の意識や行動を更に
詳しくみていくこととします。

消費者庁は徳島県において、2018年１月
から２月にかけ、０歳から６歳までの子ど
もがいる保護者を対象に、子どもの事故防
止に関するアンケート調査を行いました。
自分の子どもに事故が起きるリスクの認識
や事故防止策、事故防止に関する知識・情
報の入手先等について尋ねています。

また、2018年２月から３月にかけて、こ
れから出産の予定があり、父親、母親にな
る人にもアンケート調査を実施しました。
ここでは、子どもの事故の認知度や事故防
止に関する知識、情報の入手先等を尋ねて
います。

この子どもの成長段階の異なる保護者等
へのアンケート調査により、子どもの年齢
や、父親か母親かといった属性別等での詳
細をみていきます。まず、事故防止に関す

る知識についてクイズ形式で尋ねたとこ
ろ、全体的には母親の方が父親に比べ、正
答率が高い結果となりました。特に、病院
や保健所等での検診に母親が付き添う等、
様々な情報を基に学ぶ機会があるためか、
０歳児の母親の正答率が全般的に高くなっ
ています（図表Ⅰ-２-３-４）。

項目別にみると、小児救急電話相談85の
番号「＃8000」の正答率には父親と母親で
差がみられ、母親が父親を大きく上回って
います。また、出産前の母親は、０歳から
６歳までの子どもがいる父親と同程度の正
答率でしたが、出産後の母親とは正答率に
大きな差がみられました。
「安全に配慮された製品マーク」につい

ては、父親と母親における正答率の差は小
さく、目にした経験が増えるためか、子ど
もの年齢層が高いほど正答率が高くなって
います。

図表Ⅰ-2-3-3 子どもの事故防止に役立つと期待されている取組

（備考） 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」（2017年度）により作成。
2． 「あなたは、子供の事故防止を進めるために何が役に立つと思いますか。役に立つと思うものを３つまでお選びください」との問
に対する回答（複数回答）。

3． 「子供がいる人」とは、最年少の同居者が14歳以下で、子供と同居し、かつ、孫と同居していない人。

0 10080604020

無回答

法令等による規制と安全基準の策定

地域での見守り活動

保育園・幼稚園・学校での安全管理の推進

子供の事故に関する情報の公開

子供の安全性を考慮した製品開発

保護者への注意喚起 84.0

50.8

48.7

41.1

30.8

25.6

3.2

84.2

50.9

58.8

42.0

26.1

27.1

1.9

（％）

全体
（N＝6,255、M.T.＝281.0％）
子供がいる人
（N＝1,108、M.T.＝291.0％）

85�）子どもの事故が発生した場合等において、病院の診療を受けた方がよいかなど判断に迷った際、医師や看護師に
相談できる電話の番号。徳島県における2017年度の相談受付時間は毎日18：00～翌日８：00。

122



「ハチミツ」は出産予定者と０歳児の保
護者に尋ねており、先に紹介した「消費者
意識基本調査」の結果と同様、父親、母親
ともに正答率が高い結果でした。また、属
性の違いであまり差がみられなかったのは

「チャイルドシートの使用義務年齢」でした。

同じ調査で、子どもの成長に応じた、発
生しやすい日常生活における事故について
聞いています。事故が起きるかもしれない
と「気にしていた」とする回答は、０歳児
の保護者では「おもちゃなど小さな物がの
どにつまる窒息」が70.1％と最も高く、「ボ
タン電池・吸水ボール・磁石の誤飲」が
65.1％、「ベッド、ソファからの転落」が
60.2％という順で続きます（図表Ⅰ-２-３-５）。

父親と母親で「気にしていた」とする回
答に比較的大きな差がみられたのは、「抱っ

こひも使用時の転落」（父親31.7％、母親
52.9％、差21.2ポイント）、「やわらかい敷き
布団や枕、かけ布団、ぬいぐるみによる窒
息」（父親39.7％、母親57.6％、差17.9ポイ
ント）でした（図表Ⅰ-２-３-６）。

０歳児の保護者が対策として「行ってい
る」と回答した割合が高かったのは、「高温
の飲み物やポットは子どもの手に届かない
ところに置く」（87.7％）、「子どもが浴室に
入っているときに少しでも目を離さない」
（87.3％）、「熱いフライパンや鍋、アイロン、
暖房器具などを触れない場所に置く」
（86.3%）、「自家用車に乗せるときチャイル
ドシートを必ず使用する」（84.7％）、「ボタ
ン電池、たばこ、医薬品、などを子どもの
手が届かないところに保管する」（83.8％）
でした（図表Ⅰ-２-３-７）。前節で取り上げた
「ものがつまる等」、「落ちる」、「おぼれる」、
「やけど」のよくみられる事故への対策を
行っている人が多く見られました。

事故発生リスクの認識と対策でも、乳児は「も
のがつまる等」、「落ちる」、「やけど」、「おぼれる」

図表Ⅰ-2-3-4 子どもの事故に関するクイズ正答率

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保護者アンケート）により作成。
2． 「子どもの事故に関するクイズにお答えください。」（「安全性に配慮された生活用製品を示すマーク」、「チャイルドシー
トは、法令によって何歳までの使用が義務付けられているか」、「小児救急電話相談の番号」、「ハチミツを１歳未満の
子が食べてよいか（出産前、０歳児の保護者のみ対象）」）との問に対する回答の正答率。

3． 徳島県内の出産予定夫婦、０歳児、１-３歳児、４-６歳児の保護者。
4． 出産予定夫婦の数値は、2018年２月末までの回収結果の集計値。

０歳児出産前０歳児出産前 ４―６歳児１―３歳児
ハチミツ#8000

０歳児出産前 ４―６歳児１―３歳児
チャイルドシートの使用義務年齢

０歳児出産前 ４―６歳児１―３歳児
安全に配慮された製品マーク
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１-３歳児の保護者は、「道路上での事故
（飛び出しなど）」（75.7％）、「包丁、ナイフ、
カミソリ、カッター、はさみなどの刃物で
のけが」（62.2％）、「歯ブラシなどでのの
ど突きによるけが」（61.0％）等の事故が
起きるかもしれないと気にしていることが

分かります。父親と母親で回答に比較的大
きな差がみられたものは、例えば「歯ブラ
シなどでののど突きによるけが」（父親
50.3％、母親68.4％）で、母親の回答の方
が18.1ポイント高くなっています。

行っている対策は、「車に乗せるときチャ

図表Ⅰ-2-3-5 日常的な事故発生のリスクを気にしている割合（ 0歳児の保護者）

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保護者アンケート）により作成。
2． 「あなたは最近、以下の事故がお子さんに起こるかも知れないと気にしていましたか。」との問に対する「気にしていた」の回答（複
数回答）。

3． 回答者は、徳島県内の０歳児の保護者。

0 8070605040302010
炊飯器、加湿器などの蒸気によるやけど

抱っこひも使用時の転落
ベッドと壁との隙間や家族の身体による圧迫による窒息

母乳・ミルクの吐き戻しや食べ物による窒息
やわらかい敷き布団や枕、かけ布団、ぬいぐるみによる窒息

お茶、カップ麺、ポット、電気ケトルなどの熱湯によるやけど
フライパン、ガスコンロ、アイロン、暖房器具などによるやけど

入浴時の溺水
医薬品・洗剤・化粧品・お酒・たばこの誤飲

ベッド、ソファからの転落
ボタン電池・吸水ボール・磁石の誤飲

70.1 
65.1 

60.2 
58.5 
57.6 

53.5 
53.2 

49.6 
46.1 

45.0 
43.4 

36.9 

おもちゃなど小さな物がのどにつまる窒息

（％）

図表Ⅰ-2-3-6 日常的な事故発生のリスクを気にしている割合（ 0歳児の父親・母親）

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保護者アンケート）により作成。
2． 「あなたは最近、以下の事故がお子さんに起こるかも知れないと気にしていましたか。」との問に対する「気にしていた」
の回答（複数回答）。

3． 回答者は、徳島県内の０歳児の保護者。

0 10080604020

おもちゃなど小さな物がのどにつまる窒息

医薬品・洗剤・化粧品・お酒・たばこの誤飲

やわらかい敷き布団や枕、かけ布団、
ぬいぐるみによる窒息

抱っこひも使用時の転落

母乳・ミルクの吐き戻しや食べ物による窒息 51.5

52.9

57.6

65.0

77.1

39.3

31.7

39.7

50.6

61.7

（％）

父親
母親
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イルドシートを使用する」（81.3％）、「海、川、
プールで遊ぶときに少しでも子どもから目を
離さない」（77.9％）、「ハサミや刃物を使
用したらすぐに収納場所に片付ける」
（74.3％）の回答が高いという結果でした。

４-６歳児の保護者では、「道路上での事
故（飛び出しなど）」（70.3％）、「海や川や
プールでの事故」（40.3％）が、事故が起
きるかもしれないものとしての回答割合が
高くなっています。なお、０歳児や１-３
歳児と比べ、４-６歳児では父親と母親で
は気にしている項目に大きな差はみられま
せんでした。

行っている対策は、「海、川、プールで
遊ぶときに少しでも子どもから目を離さな
い」（82.0％）、「ライターやマッチは子ど
もの目に触れないところに置く」（60.6％）
の回答割合が高くなっています。例えば
「公園の遊具で遊ぶときはマフラーや洋服
のひもなど、首にからまりそうなものを身に
付けさせない」（父親43.0％、母親65.3％）、
「ため池、排水溝など水のある場所で子ど
もが 遊ばないように注 意 する」（父 親

50.5％、母親71.9％）で、父親と母親に大
きな差がみられました。

以上から、子どもの成長段階によって気
にする事故や対策の実施が異なることが確
認できました。また、これらの自分の子ど
もに事故が起きるリスクの認識や事故防止
への対策の実施については、父親と母親で
は差がみられ、全体として母親の回答割合
が父親の回答割合を上回っています。

同じ調査で、保護者や出産予定者へ子ど
もの事故防止に関する情報の入手先を尋ね
たところ、全体としては「新聞・テレビな
どの報道」の回答割合が高い結果でしたが、
出産前や０歳児の保護者は「友人・知人・
家族」の回答割合も高くなっています（図
表Ⅰ-２-３-８）。

出産前では「インターネットで検索」と
いった積極的に情報を入手しようという姿
勢がみられ、特に母親では「育児に関する

事故防止に関する情報源は子ども
の成長段階で異なる

図表Ⅰ-2-3-7 現在行っている事故対策（ 0歳児の保護者）

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保護者アンケート）により作成。
2． 「あなたは現在、以下のような対策を行っていますか。」との問に対する「行っている」の回答。
3． 回答者は、徳島県内の０歳児の保護者。

0 100908070605040302010
ベビーベッドに寝かせる

授乳のあとにげっぷをさせてから寝かせる
おもちゃを購入するとき、対象年齢のあった商品を選ぶ

敷き布団やマットレスは硬めのものを使う
寝室に子どもが挟まれるようなすき間を作らない

ベッド・ソファなどの高さのある場所では、子どもから目を離さない
抱っこひもから転落しないよう、かがむときには手で押さえる

掛け布団やタオルなどが顔にかぶらないようする
蒸気が出る炊飯器や加湿器は子どもが触れない場所に置く

ボタン電池、たばこ、医薬品、などを子どもの手が届かないところに保管する
自家用車に乗せるときチャイルドシートを必ず使用する

熱いフライパンや鍋、アイロン、暖房器具などを触れない場所に置く
子どもが浴室に入っているときに少しでも目を離さない

高温の飲み物やポットは子どもの手に届かないところに置く 87.7 
87.3 
86.8 

84.7 
83.8 

80.7 
78.7 

76.1 
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書籍・雑誌」を読んだり、「産院・病院」、「行
政」の情報も届いていたりすることがうか
がわれます。

出産後の０歳児の保護者でも同様の傾向
がみられますが、子どもが成長していくに
したがい「新聞・テレビなどの報道」以外
の回答割合は低くなる結果となっていま
す。一方、「保育園・幼稚園・学校」が情
報源となっていることが分かります。

保護者の性別では、子どもの年齢を問わ
ず全ての項目で母親の回答割合が父親の回
答割合を上回り、事故防止の情報に触れる
機会の差が大きいことが分かりました。

以上から、出産前や子育て中は、子ども
の成長段階や保護者の性別で、子どもの事
故防止に関する情報の入手先に差異がある
ことが確認できました。

なお、乳幼児健診や母子健康手帳、広報
誌やウェブサイト等を含む「行政」は、特
に出産前や出産直後の母親にとって有用な
情報源であることが分かった一方、父親に
は届く機会が少ないことがうかがわれます。

2017年度に徳島県では消費者庁が作成し
た「事故防止ハンドブック」を県内の乳幼
児の保護者へ配布する取組を行っていま
す。例えば、この「事故防止ハンドブック」

図表Ⅰ-2-3-8 子どもの事故防止に関する情報の入手先（ 0 - 6 歳児の保護者）

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保護者アンケート）により作成。
2． 「あなたは、子どもの事故防止に関する情報をどこから入手、または、見聞きしますか。」との問に対する回答（複数回答）。
3． 回答者は、徳島県内の出産予定夫婦、０歳児、１-３歳児、４-６歳児の保護者。
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子どもの安全に関する情報を
見聞きすることはない

行政（母子健康手帳、乳幼児健
診時、広報誌、ポスター、ウェ

ブサイトなど）

事業者（メーカーのウェブサイ
トや商品の説明書、お客様セン

ターなど）
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産院・病院

その他

育児に関する書籍・雑誌

インターネットで検索して
（SNS、ブログ、口コミなど）
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新聞・テレビなどの報道

出産前
０歳児
１―３歳児
４―６歳児

76.3

73.7

73.7

34.2

50.0

34.2

13.2

28.9 

2.6

0.0

68.8

66.9

66.9

26.9

24.4

23.7

6.8

17.9

0.9

2.1

72.6

55.3

55.3

17.3

12.5

42.0

5.1

18.6

1.1

3.2

69.4

45.7

43.0

10.8

9.1

41.9

2.2

9.1

1.1

5.4

78.3 

76.1 

73.9 

73.9 

58.7 

30.4 

15.2 

52.2 

0.0 

0.0 

75.4

73.7

71.8

49.1

38.5

34.4

9.3

55.9

1.4

0.1

77.3

68.4

59.0

40.8

24.5

65.3

8.2

42.2

0.7

0.2

76.1

57.7

45.9

32.3

16.6

75.8

6.6

32.0

0.0

0.6

126



を持っている０歳児の保護者では、「全部
のページを読んだ」、「気になるところを読
んだ」を合わせた回答割合が母親は73.2％
であったのに対し、父親の回答割合は
38.3％にとどまっており、父親と母親で大
きな差がみられます。ここから、「行政」
から届いた資料で情報を入手しようという
姿勢も父親と母親で異なっており、父親が
母親と同様に関心を寄せるようにすること
が課題と考えられます。

４-６歳児の保護者に対し、子どもに理
解させたい危険について聞いたところ、「道
路や駐車場」（76.4％）、「水辺」（67.2％）
における危険が７割前後で多くなっていま
す。（図表Ⅰ-２-３-９）。子どもは成長に応じ
行動範囲が広がっていく上で、一瞬のうち
に重篤な状況に巻き込まれる可能性のある
屋外での危険について特に理解させたい、
と保護者が考えていることが分かりました。

先にみたように、消費者庁では徳島県内
の保護者等へアンケート調査を実施しまし
たが、子どもに日常的に接する保育士の認
識はどうなっているでしょうか。保護者等
へのアンケート調査と同様に、徳島県内に
おける保育士に対し、2018年１月に子ども
の事故防止についての考えや普段の行動等
についてアンケート調査を実施したとこ
ろ、157名から回答が得られました。

保護者等へのアンケート調査と同様、ク
イズ形式で小児救急電話相談の番号を尋ね
たところ、正答率は31.8％にとどまり、県
内では2018年４月以降、相談受付時間の延
長に伴う利用機会の増加も予想されること
から、保育士に向けた更なる啓発が求めら
れます。

また、応急手当についての説明や実技訓
練を受けた経験を聞いたところ、手当の内
容で異なる結果となりました。前節でみた
乳幼児でよく起きる事故に対する応急手当

子どもに理解させたい危険な場所
は「道路や駐車場」、「水辺」

保育士の事故防止への認識や取組

図表Ⅰ-2-3-9 子どもに理解させたい危険（ 4 ‒ 6 歳児の保護者）

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保護者アンケート）により作成。
2． 「以下にあげる危険について、お子さんに理解させたいものはどれですか。」との問に対する回答（３つまで回答）。
3． 回答者は、徳島県内の４～６歳児の保護者。

0 10080604020

特にない

タンスなどの家具が転倒する危険があること

刃物は正しく使わないと怪我をすること

公園の遊具はルールを守らないと危険なこと

ベランダなどの高いところは落ちる
危険があること

ライターやマッチでの火遊びは、やけどや
火事の危険があること

海や川など水辺では溺れる危険があること

道路や駐車場で事故が多いこと 76.4 

67.2 

43.8 

33.2 

31.5 

24.3 

13.5 

0.8 
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については、実技訓練の機会があまりない
ことがうかがえます（図表Ⅰ-２-３-10）。こ
れは、保護者への調査結果でも同様で、
「異物がのどにつまったときの対処法」や
「誤飲の対処法」の実技訓練経験は１割程
度です。

子どもの事故やヒヤリ・ハットを防ぐた
めに、園・地域・行政で取り組んでほしい
こととして、「園職員の増員」（50.3％）と
回答した割合が最も高く、「保護者に対す
る一層の情報提供」（49.7％）が続きました
（図表Ⅰ-２-３-11）。子どもに直接関わる周
囲の方の協力が重要という認識の表れであ
ると考えられます。

以上、本節で紹介した保護者や保育士の
認識等を踏まえ、子どもを取り巻く人々の、
更なる意識向上や事故防止に向けた行動を
支援する取組が期待されます。

図表Ⅰ-2-3-10 応急手当方法の訓練経験

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・
保育士アンケート）により作成。

2． 「応急手当方法について、以下の説明あるいは実
技訓練を受けたことがありますか。」との問に対
する回答。

3． 回答者は、徳島県内の保育士。
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説明のみある
実技訓練もある

（％）

ない

異物が喉に
詰まったと
きの対処法

図表Ⅰ-2-3-11 事故やヒヤリ・ハットを防ぐために園・地域・行政で取り組んでほしいこと

（備考） 1． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（2017年度・保育士アンケート）により作成。
2． 「子どもの事故やヒヤリ・ハットを防ぐために、園・地域・行政で取り組んで欲しいことはありますか。」との問に対する回答（複
数回答）。

3． 回答者は、徳島県内の保育士。

0 605040302010

園職員の増員

保護者に対する一層の情報提供

子どもの安全に配慮した製品開発

行政による規制と安全基準の強化

安全教育用教材の作成

地域での見守り活動の充実

その他

無回答 2.5 

1.9 

18.5 

21.7 

22.3 

35.0 

49.7 

50.3 

(％)

128



子どもの事故を未然に防ぐためには、多
様な観点からの取組が必要です。取組とし
ては、具体的には発生した事故に関する情
報を収集し、科学的に分析して、原因を究
明することや、分析した結果を踏まえ、事
故の再発防止に向けた対策を講じることが
挙げられます。その手法としては、法整備、
基準・規格等といったルールを作ること、
子どもの安全に配慮した商品・サービス等
に囲まれた生活環境を整えること、さらに、
保護者を始めとした子どもの周囲にいる人
に事故防止について教育、啓発することな
どが挙げられます。本節では、最近の取組
を中心に、紹介していきます。

事故が発生してしまった場合には、事故
情報を迅速に収集し、その内容に応じて、
消費者への注意喚起や事業者への措置を適
切に実施することが求められます。また、
個別の事故への対応を超えてより幅広い安
全の確保の観点から、事故の原因究明や収
集された事故情報の分析を行い、その結果
を踏まえた対策の実施が求められます。

事故防止の取組においては、どのような
事故が起きているのかを把握し、原因を知

ることが重要です。その基盤となるのは事
故情報の収集です。各府省庁等では、所管
する行政分野について、法令等に基づき、
あるいは制度の仕組みとして、様々な手法
により事故情報の収集を行っています。

消費者庁設置につながる消費者行政一元
化の議論の中で、従前の行政体制の問題と
して、子どもの事故を含め、消費者事故等
に関する情報が各行政機関にそれぞれ個別
に保有され、共有できるものとなっていな
いという指摘がありました。

2009年９月に施行された消費者安全法で
は、事業者が供給・提供等する商品等・役
務の消費者による使用等に伴い生じた事故
であって、消費者の生命・身体について死
亡や30日以上の治療を要するなど被害が重
大であったもの（重大事故等）が発生した
旨の情報を行政機関の長、都道府県知事、
市町村長及び国民生活センターの長が得た
ときは、消費者庁に通知することとされて
います（同法第12条第１項）（第１部第１
章第１節参照。）。

消費者庁に通知された重大事故等に関す
る情報以外にも、生命・身体に係る消費生
活上の事故の情報で関係行政機関等が保有
しているものもあります。消費者庁は国民
生活センターと連携して、関係行政機関が
保有する生命・身体に係る消費生活上の事
故の情報を集約し、インターネット上で事
故情報を自由に閲覧・検索できる「事故情
報データバンク」を運営しています（第１
部第１章第２節参照。）。

子どもの事故には、通常予見される使用
方法・利用方法とは明らかに異なる方法に
より商品等又は役務が使用等されたことに

子どもの事故防止に向けた取組第 ４ 節

（ １ ）事故情報を収集し、分析・
原因究明を行う取組

① 事故情報の収集

事故情報収集の仕組み
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よって生じた場合もありますが、そのよう
な場合は、事故情報データバンクに事故の
情報が登録されないこともあります。子ど
もは、大人には思いもよらぬ行動をとって
事故に遭うこともあるため、通常予見され
る使用方法・利用方法とは明らかに異なる
使用等によって生じた事故も分析する必要
があります。

消費者庁は国民生活センターと協力して、
参画した医療機関から受診した患者の事故
等の詳細な情報を収集する「医療機関ネッ
トワーク事業」を実施しています。同事業
では、通常予見される使用方法・利用方法
とは明らかに異なる使用等によって生じた
事故の情報も収集しており、収集された情
報は、消費者庁による事故防止の注意喚起
等に活用され、一部は公表されています。

収集された事故情報に基づき、事故につ
いての分析や原因の究明、その結果を踏ま
えた対策の検討等が行われています。以下
では、主な取組を紹介します。

消費者庁消費者安全調査委員会（以下「消
費者事故調」という。）は、事故の責任追
及（「誰が悪い」）ではなく、事故の予防・
再発防止（「なぜ事故が起きたのか」、「ど
うすれば同じような事故が防げるのか」）
を考える組織です（第２部第１章第２節

（３）参照。）。事故等原因調査等の対象の選
定指針の中で、乳幼児などの「要配慮者へ
の集中」を一つの要素として掲げています。
実際に、これまで調査対象に選定した15件

のうち、「平成23年７月11日に神奈川県内
の幼稚園で発生したプール事故」（2014年
６月20日報告書公表）、「子供による医薬品
誤飲事故」（2015年12月18日報告書公表）、
「玩具による乳幼児の気道閉塞事故（2017
年11月20日報告書公表）」の３件が子ども
の事故に関するものです。

これらの調査においては、子どもの身体
的特徴や行動特性に着目しています。例え
ば、プール事故では、幼児は、頭部が体の
割に大きくて重たいため、高い位置に重心
があることや目線の位置が低く視野が狭い
ことから、大人より転倒しやすく、また、
自分の体重を支えるだけの腕力がないた
め、転倒してしまうと起き上がるのが困難
であることを、幼児の特徴とリスクとして
示しています。医薬品の誤飲事故では、身
近にあるものを手に取り何でも口に運ぶと
いったおおむね生後６か月から１歳半にか
けて見られる行動特性が、チューブ入りの
塗り薬や包装容器入りの薬を口に運んでか
むなどの本来の取り出し方でない方法での
誤飲につながるといった、事故と行動特性
の関連を示しました。玩具による気道閉塞
事故では、口腔

くう

と喉の距離が近く、ものが
口腔

くう

から喉に入りやすいこと、唾液が多い
ことなどを示し、乳幼児の喉と玩具の形状
等との組合せによるコンピューターシミュ
レーションによって、玩具がどのように気
道を閉塞するかといった気道閉塞のメカニ
ズムを明らかにしました。

また、調査結果に基づき述べた意見につ
いては、フォローアップを行い、意見先の
行政機関の取組状況を把握することとして
います。例えば、プール事故に関しては、
意見を受けて、毎年、関係行政機関によっ
て、プール活動・水遊びのシーズン前に、
事故防止に関する通知が都道府県等の関係
者宛に発出されていることから、消費者事

② 事故についての分析や原
因究明

消費者安全調査委員会による事故
等原因調査等
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故調としても、2016年５月には、幼稚園に
おけるプール活動・水遊びを行う際の安全
管理に関する実態を把握するため、サンプ
ル調査を行い、結果を公表しました。

国民生活センターでは、消費生活相談情
報や医療機関ネットワーク等で収集した事
故情報からテーマを選定し、人の生命・身
体等に重大な影響を及ぼす商品や品質・表
示等に問題ある商品について、商品テスト
を実施しています。子どもの事故に関する
テーマも多く、最近では、乳幼児による加
熱式たばこの誤飲86、こんろのグリルでの
子どものやけど87などについて商品テスト
を実施しています。

テスト結果については、消費者に情報提
供を行うほか、商品に安全性や品質・表示
などの問題があれば、当該業界に商品等の
改善を要望するとともに、関係府省庁に対
し、テスト結果を踏まえた規格・基準の見
直し、法令違反が疑われるものについての
指導等を要望しています。例えば、発熱反
応を伴い水素を発生するというパック型入
浴剤について、やけどの事故が起こらない
ように製品の品質や表示の改善を製造販売
業者に要望したところ、子どもの指が入ら
ないような形状のケースへの変更という改
善や、注意書きの表示箇所・内容の改善が
なされました88。

製品評価技術基盤機構（以下「NITE」
という。）では、電気製品やガス・石油機
器などの一般消費者が使用する消費生活用
製品を対象に、消費生活用製品安全法など
に基づいて事故情報を収集し、毎年約2,500
件の事故情報について調査を実施し、原因
究明を行っています。調査した製品事故の
中には、子どもに関するものも多くあります。

原因究明の範囲は、製品の機械的な構造
や強度、電子回路などの分析や化学物質に
よる生体障害原因分析など多岐にわたりま
す。原因究明の結果は、製造事業者による
安全な製品作りに役立てられるとともに、
製品のリコール判断など、製品事故の再発・
未然防止に役立てられています。さらに、
製品の事故情報やリコール情報を広く消費
者・事業者などに提供しています。

また、子どもに関する製品事故について
は、製品の誤使用等に起因した事故が多く
あります。例えば、「ベビーカーで出掛け
ていたところ、ハンドロックがきちんとで
きていなかったため、ロックが外れて転落
した」などといった保護者等の確認不足に
よる事故、子どもが家具や家電製品を転倒
させる事故、高温部に触れてやけどをする
事故等子どもが成長に伴い様々なものに好
奇心や興味を持つことによる事故が発生し
ています。NITEでは、こうした事故を少
しでも減らすために、保護者等に向けて
ウェブサイトやパンフレット、メディアを
通じて製品事故の事例や気を付けるポイン

国民生活センターにおける商品テ
スト

NITEにおける事故情報の分析と
原因の調査・究明

86�）国民生活センター「乳幼児による加熱式たばこの誤飲に注意」（2017年11月16日公表）
87�）国民生活センター「こんろのグリルでの子どものやけどに注意―使用後でもグリル窓は高温です―」（2017年９

月21日公表）
88�）国民生活センター「発熱反応を伴い水素を発生するというパック型入浴剤―使い方によっては、やけどのおそれ

も―」（2016年７月21日公表）
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トを紹介しています。最近では、You-
Tubeで事故の再現映像を発信し、子ども
が起こしがちな製品の誤った使い方等をよ

り分かりやすく伝えています。さらに、
Twitterでも、製品事故の再現映像と連動
した注意喚起に取り組み始めています。

図表Ⅰ-2-4-1 製品事故の事例・気を付けるポイント（NITE）

パンフレット 事故の再現映像

【データ解析に基づいた子どもの傷害予防の取組：産業技術総合研究所】
国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）では、2005年度から子ども

の傷害予防の取組を開始し、事故情報の収集・解析、原因の究明と対策方法の開発、社会への情
報発信等を実施しています。

これまでに、国立研究開発法人国立成育医療研究センターなどの協力の下、子どもの傷害デー
タを収集し、性別やけがの種類等の条件を入力すると、体のどの部位にけがをすることが多いか
を調べることができる機能や、事故に関連した物の名称、性別、年齢、事故が起きた時間等を条
件にして傷害データを調べることができる機能を持つ「身体地図情報システム」（図表Ⅰ-2-4-
2）を公開しました。事業者等はこれらのシステムを活用し、製品等の開発・改良に役立てるこ

とが可能です。実際に、これらのシステム
から得られた情報は、やけどを起こしにく
い炊飯器、子どもの自転車用ヘルメット、
曲がる歯ブラシ等の開発や、自転車のス
ポーク外傷の安全基準、遊具の安全基準の
策定の際に活用されました。

産総研では、データを予防にいかす安全
知識循環技術として、子どもの行動データ
や収集された傷害データを解析する技術、
事故予防策を開発する事故・傷害シミュ
レーション技術、その予防策を社会に普及
させるデジタルコンテンツ技術を研究して
います。

図表Ⅰ-2-4-2 身体地図情報システム
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安全な商品・サービスを消費者が利用で
きるよう、様々な法令や基準・規格により、
製造・販売の規制や安全確保のための仕様
等が定められています。このようなルールは、
社会経済情勢の変化や事故等の原因究明等
を踏まえ、整備・見直しが行われています。
ここでは、消費生活における子どもの事故
防止に向けた最近の動きを紹介します。

危険性のある商品・サービス等について
は、個別の業法を始めとする法令により安
全基準が定められ、必要に応じて改正され
ています。以下では、子どもの事故が発生
していたことを踏まえ、消費生活用製品安
全法に、製造、輸入及び販売を規制する品
目の追加等が行われていることを紹介します。

消費生活用製品安全法では、主として一
般消費者の生活の用に供される「消費生活
用製品（他の法令で個別に安全規制が設け
られている製品89は除外）」の中で、消費
者の生命・身体に対して特に危害を及ぼす
おそれが多いと認められる製品について、
消費生活用製品安全法施行令（昭和49年政
令第48号）で「特定製品」、「特別特定製品」
に指定し、製造、輸入及び販売を規制して
います。

これらの製品については、国の定めた技
術上の基準に適合したことを示す「PSC
マーク」（本節（３）③参照。）を表示しなけ
れば販売できず、PSCマークのない製品が
出回ったときは、経済産業省は、製造事業
者等に回収等の措置を命じることができる
という規制がなされています。

レーザーポインター等の携帯用のレー
ザー応用製品については、カプセル玩具等
で出力過大な粗悪品が出回り、レーザー光
線が目に入ってしまった子どもがほぼ失明
する事故が発生していたことから、2001年
１月に政令で定める「特別特定製品」とし
て規制対象に追加され、当該政令は同年３
月に完全施行されました。これにより、レー
ザー光線の出力が基準以下である、レー
ザー光線の放出状態を維持する機能がない
などの安全基準を満たしたことを示すPSC
マークを表示した製品以外は販売できなく
なりました。レーザー出力の規制に加え、
流通・販売の規制により安全性に欠けた品
をカプセル玩具として販売できなくなった
ことで、粗悪品の流通が減少し、規制前に
年間数件程度発生していた子どもの事故
が、規制後は報告されなくなりました。

ライターについては、子どもによるライ
ターの火遊びに伴う火災事故が多発してい
たことから、2010年12月に、いわゆる使い
捨てライター及び多目的ライターが政令で
定める「特別特定製品」として規制対象に
追加され、当該政令は2011年９月に完全施
行されました。これにより、子どもが簡単

（ ２ ）法令や任意規格等、社会に
おけるルールを定める取組

① 法令による安全の確保：消費生活用
製品安全法における安全規制の強化

消費生活用製品安全法における危
険性のある製品の規制

規制の追加：レーザーポインター、
ライター、乳児用ベッドの事例

89�）船舶、消火器具等、食品、毒物・劇物、自動車・原動機付自転車などの道路運送車両、高圧ガス容器、医薬品・
医薬部外品・化粧品・医療器具など
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に操作できない「幼児対策（チャイルドレ
ジスタンス）」機能等の安全基準を満たし
たことを示すPSCマークを表示したライ
ター以外は販売できなくなりました。

また、乳児用ベッドについては、「特別
特定製品」として指定されていましたが、
使用者が誤った方法で使用したことなどに
より、子どもが寝返りやつかまり立ちをし
て柵を乗り越えてベッドから転落する事故
が発生していたことから、2013年４月に「消
費生活用製品安全法特定製品関係の運用及
び解釈について」が改正され、満たすべき
安全基準の中に子どもの転落を未然に防止
するための注意表記が追加されました
（2014年４月施行）。具体的には、使用後
は前枠を所定の位置に戻さなければ危険で
ある旨、つかまり立ちができるようになる
時期（おおむね生後５か月以上）の目安等
のほか、使用者が認識しやすい図表示（図
表Ⅰ-2-4-3）が、使用上の注意事項として
表示すべきことに追加されました。

法令だけではなく、JIS（日本工業規格）
等の任意規格に沿って、事業者が製品を製
造することにより、製品の安全性は高めら
れています。以下では、個別の製品による

子どもの事故をきっかけにした新たなJIS
規格の制定、また、多種多様な子ども用の
製品、子ども用でなくても子どもが接触す
る可能性のある全ての製品において、子ど
もの安全が配慮されるように、国際規格の
制定や、規格の体系化が進んでいることを
紹介します。

JISとは、鉱工業品の品質の改善、性能・
安全性の向上、生産効率の増進等のため、
工業標準化法（昭和24年法律第185号）に
基づき制定される国家規格です。JISは、
製品の種類・寸法や品質・性能、安全性等
を定めており、事業者がJISに沿って標準
化された製品を製造することによって、消
費者は一定の品質や安全性等が確保された
商品を入手することができます。JISに適
合する製品には、「JISマーク」（本節（３）
③参照。）を表示することができます。

子ども服のひもやフードについては、重
篤な事故事例は報告されていなかったもの
の、「ひもの引っ掛かり」に関してのヒヤ
リハットの経験が多いとする保護者の声が
ありました。欧米では、子ども服のひもに
起因する死亡事故が発生していますが、公
的な規格を制定したところ、事故事例が大
きく減少したとの報告もあります90。一部
のメーカーでは首回りにひものある子ども
服の製造・販売を禁止するなどの対策を

② 基準による安全の確保

JIS規格による製品の安全性の確保

新たな規格制定：子ども服のひも、
ブラインドのひもの事例

90�）CPSC 「CPSC Issues New Drawstring Safety Rule for Children’s Outerwear Drawstrings at Neck and Waist 
Present Strangulation Hazard and Other Dangers」（2011年７月１日公表）

図表Ⅰ-2-4-3 乳児用ベッドの使用上の
注意事項（図表示・例）
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採っていたものの、基準が統一されていな
かったことから、2015年12月にJISL4129
（よいふく）「子ども用衣料の安全性―子
ども用衣料に附属するひもの要求事項」が
制定されました（図表Ⅰ-2-4-4）。年齢層別・
身体部位別にひもの有無、長さの制限など
がJISに規定されたことにより、今まで各
団体やメーカーごとに定めていたルールが
統一的なものになりました。

また、ブラインドやカーテンのひもにつ
いても、子どもの首に絡まり窒息する事故
が発生していたことを踏まえ、2017年12月
に、JISA4811「家庭用室内ブラインドに
附属するコードの要求事項―子どもの安全
性」が制定されました。

乳幼児向け製品は多種多様あり、子ども

の安全に関して個別製品ごとに対策を行う
には限界があることから、NITEでは、「乳
幼児用製品の安全規格体系」を策定しまし
た（図表Ⅰ-2-4-5）。これは、Ａ規格（基
本規格）、Ｂ規格（グループ規格）、Ｃ規格
（個別製品規格）の三階層で構成されるも
ので、頂点であるＡ規格には、後述する国
際規格ISO/IEC Guide 50（JISZ8050）及
びJISZ8150（子どもの安全性―設計―開発
のための一般原則）が位置付けられていま
す。Ｂ規格は、子どもを取り巻く様々なハ
ザードに対する具体的な安全基準や試験方
法を記載した製品横断的な規格です。Ｃ規
格は、例えば、木製ベビーベッドや子ども
用衣料、幼児用自転車等個別製品ごとに安
全要件を定めた規格です。

Ｃ規格が存在する場合は、それを優先し
て使用すれば安全を確保することが可能と
なります。Ｃ規格が存在しない製品であっ
ても、この規格体系によりＡ規格、Ｂ規格

規格の体系化：NITEによる「乳
幼児用製品の安全規格体系」

図表Ⅰ-2-4-4 JIS L4129（具体的事例）

ひもの要求事項（具体的事例）

★頭部及びけい部の範囲：

★背面の範囲：

年少の子供用衣料：

年長の子供用衣料：

年少及び年長の子供用衣料：

ひもが付いた衣料をデザイン、製造又は供給してはならない。

年少及び年長の子供用衣料：

〇印：許容できる事例 ×印：許容できない事例

図１ 図３

×

図２

× ×

× 〇

a
〇

引きひもは自由端があってはならない。衣料の開口部が最大の場合、突き出たルー
プがあってはならない。ループの円周は150mmを超えてはならない（図１参照）。
ホルターネックひもは、頭部及びけい部の範囲に自由端がないようにしなければな
らない（図２参照）。

衣料の後部から出す又は後部で結ぶ引きひも、装着ひも及び装飾ひもがあってはな
らない（図３参照）。

（出典） 経済産業省「子ども用衣料（ひもの安全基準）のJIS案を公表します。～子ども服メーカー・消費者等、関係者へのJIS普及・周
知に向けて～」（2014年 6 月24日公表）
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を活用することで、乳幼児を取り巻く様々
なハザードに対してリスクを低減すること
が可能となります。

現在、NITEでは、特に事故が多いハザー
ド（身体挟み込み、部品の外れ、製品破損
等）についてＢ規格案を作成しており、
2017年から、JIS制定に向けた審議も開始
されています。

国際規格ISO/IEC Guide 50（以下「ガ
イド50」という。）は、子どもを傷害事故
から守るための基本安全規格です。日本で
は、ガイド50改訂第３版（2014年12月発行）
を翻訳したJIS規格（JISZ8050）「安全側面
―規格及びその他の仕様書における子ども
の安全の指針」が2016年12月に制定・発行
されました。

ガイド50は、「子どもは小さな大人では
ない」という考え方の下、子どもの安全を
社会全体で共有すべき責任と位置付け、子
ども向けの製品に限定して考えるのではな

く、子どもが接触する可能性のある全ての
製品・プロセス・サービスを対象に考える
べきとしています。そして、子どもの安全
を考えるには、子どもの特性を考慮しなけ
ればならないとし、子どもの運動能力や生
理機能、認識力の発達、探究心などの特徴
を系統立てて解説し、どのようなけがのリ
スクがあり得るか、どのように対処すべき
かを様々な事例を挙げて詳細に記述してい
ます。

製品の安全のための基準については、例
えば、14歳以下の子ども向け玩具に付けら
れる「STマーク」のように、事業者団体
等が製品安全に関する自主基準を定め、基
準に適合する商品にマークを表示していま
す。中には、マーク付の製品の欠陥により
事故が起こった場合に備えた制度となって
いるものもあります。（図表Ⅰ-2-4-9参
照。）。また、個別事業者が自らの製品に関
して自主基準を設けているものもあります。

国際規格ISO/IEC Guide 50

事業者団体等による自主基準

図表Ⅰ-2-4-5 乳幼児用製品の安全規格体系

B規格B規格

A規格
（基本規格）

C規格
（個別製品規格）

子ども用衣類、幼児用自転車、木製ベビーベッド等

（グループ規格）
機械的及び落下によるハザード
温度のハザード
化学的ハザード…

〈ISO/IEC Guide50（JIS Z 8050）〉
子どもの特性を考慮した安全配慮事項、子ども

をとりまくハザードに対する危害を最小限にする
方策が記載された安全方針

〈JIS Z 8150〉
子どもの安全確保のため、Guide50を踏まえ、

事業者が取り組むべき活動を規定した規格

〈乳幼児共通規格〉
Guide50で規定するハザードに対して

具体的な安全基準や試験方法を規定した製
品横断的な規格

〈乳幼児用製品のJIS規格等〉
子ども用衣料（JIS L 4129）
幼児用自転車（JIS D 9302）
木製ベビーベッド（JIS S 1103）
ほ乳びん（JIS T 9112）等

（出典）製品評価技術基盤機構（NITE）
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【公園や教育・保育施設での事故防止に関する取組】
子どもの事故を防止するために、公園や学校、保育施設等の子どもが過ごす環境の安全につい

て検討され、ガイドライン等が示されています。

（都市公園における遊具の安全確保に関する指針）
都市公園における遊具の安全確保に関する基本的な考え方を示すものとして、国土交通省は、

2002年に「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」をまとめ、地方公共団体等の公園管
理者に対する国の技術的助言として周知しました。都市公園における遊具等の設置状況の変化等
に対応して改訂し、2014年には、最近公園で設置が増加している健康器具系施設（図表Ⅰ-2-4-
6）について、主に大人を利用対象者としているところ、子どもが利用して事故に遭う可能性が
あること等から、安全確保を図るために改訂しました。同指針の改訂に合わせて、遊具メーカー
団体の一般社団法人日本公園施設業協会が定める自主基準も改訂されています。

（教育・保育施設等の関係者に向けた取組）
事故の再発防止を図るためには、過去の事故情報の共有や現場での活用が重要ですが、教育・

保育施設等における事故情報の集約及び情報共有は十分に図られてきませんでした。
子ども・子育て支援新制度の下、2014年９月に内閣府、文部科学省、厚生労働省が共同で「教

育・保育施設等における重大事故の再発防止策に関する検討会」を設置しました。2014年11月に
中間取りまとめ（重大事故の集約範囲・方法・公表の在り方について）、2015年12月に最終取り
まとめ（重大事故の発生防止のための今後の取組について）を公表しています。これを踏まえ、
同府省は特に重大事故が発生しやすい場面ごとの注意事項や、事故が発生した場合の具体的な対
応方法等について、各施設・事業者、地方公共団体の参考となるよう、2016年３月に「教育・保
育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」を公表しました。

検討会での検討を踏まえた体制整備が進んでいます。中間取りまとめを踏まえ、同府省は、
2015年４月から重大事故が発生した場合に、地方公共団体から国へ報告される仕組み等を整備し
ました。最終取りまとめを踏まえ、2016年４月からは、死亡事故等が発生した場合に、地方公共
団体は検証を実施し、必要な再発防止策を検討することとし、国の技術的助言として周知しまし
た。地方公共団体の検証報告等を踏まえた再発防止策を検討するため「教育・保育施設等におけ
る重大事故防止策を考える有識者会議」が開催されています。

また、認可外保育施設又は児童福祉法に基づく一時預かり事業を行う者等に対しても、事故が
発生した場合は速やかに都道府県知事への報告を義務付けること等を内容とする、児童福祉法施
行規則の改正を行いました。

図表Ⅰ-2-4-6 健康器具系施設の例
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製品が原因で子どもに事故が発生しない
ように、前述のような、法令や任意規格等、
社会におけるルールを定める取組以外に、
事故防止に配慮した製品の開発、安全に配
慮された製品を普及させるための取組、安
全に配慮した製品であることを示すマーク
表示、安全上の問題が生じる可能性のある
製品の市場からの回収等、安全に配慮され
た製品を使用できる環境整備に向けた取組
が行われています。

事業者には、事故情報や行政等からの要
請、消費者からの情報提供などをいかし、
子どもの事故防止に配慮した安全な製品を
開発することが求められます。最近では、

子どもの歯磨き中の転倒事故による喉突き
事故が起きていることから、柔らかく曲が
る歯ブラシ、ケトルが倒れてこぼれたお湯
や電気ケトルから出る蒸気によるやけど事
故が起きていることから、転倒流水防止構
造と蒸気レス機能が付いた電気ケトル等が
開発されています。また、食物アレルギー
を引き起こす特定原材料７品目〈小麦・乳・
卵・落花生（ピーナッツ）・そば・えび・
かに〉を除いたカレールー等も開発されて
います。

事業者には、安全性と機能性を兼ね備え
た製品の開発に向けて創意工夫の発揮が期
待されます。

事故防止のためには、子ども向けの製品
に限らず社会に供給される製品全てが安全
に配慮されたものであることが理想です。

（ ３ ）安全に配慮された製品を使用
できる環境整備に向けた取組

① 事故防止に配慮した製品
の開発 ② 安全に配慮された製品を普及させ

るための取組：キッズデザイン賞

【柔らかく曲がる歯ブラシの開発】
歯みがき中の転倒による喉突き事故を防止するため、開発に取り掛かった事業者では、転倒時

に歯ブラシにかかる負荷を測る実験や歯磨きの際の歯ブラシの動きの測定などから検討しまし
た。その結果、歯を磨くために力をかける方向と、負荷がかかった際に曲がる方向を変えること
で、歯ブラシを動かす力は歯に伝わる一方で、万一の転倒時にはハンドルが曲がり、口の中の負
担を軽減する歯ブラシを開発しました（図表Ⅰ-2-4-7）。

図表Ⅰ-2-4-7 柔らかく曲がる歯ブラシ
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しかし、現実には、子どもの安全に配慮さ
れた設計となっている製品と配慮されてい
ない製品が混在しています。子どもの安全
に配慮された製品を広く社会に伝え、消費
者に安全な製品を選択してもらうための取
組が大切になります。

特定非営利活動法人キッズデザイン協議
会では、優れた製品・取組等を広く社会に
普及・啓発するための取組の一つとして、
「キッズデザイン賞」を主催し、子どもの
安全・安心と健やかな成長発達に役立つ製
品・空間・サービス・研究活動等を顕彰し、
その普及を図っています。

審査委員にはデザイナーや技術者のほ
か、研究者、医師等子どもの安全に関する
専門家を迎え、乳幼児用品や玩具など子ど
も向けの製品等だけでなく、大人向けのも
のも対象とし、子どもの安全をベースに、
創造性があり、大人にとっても良いもので
あるか、という視点から選考しています。
日用品・住宅、街づくり等幅広い分野から
の応募があり、これまでに、同賞「子ども
の安全・安心に貢献するデザイン」部門で
は、子ども向けの製品以外にも、転倒流水
防止構造と蒸気レス機能が付いた電気ケト
ルなどの日用品やベランダからの転落事故
や駐車場での事故等マンションで起こりう
る事故を未然に防ぐ対策を施した分譲マン
ションの設計等が受賞しています。

受賞作品には、「キッズデザインマーク」
（本項③参照。）の使用が認められます。

また、記者発表や表彰式、シンポジウム
等報道を通じた消費者へのPRの機会が設
けられるほか、全国の地方公共団体や子育
て支援団体等が開催する展示会への出展や
各種イベントでの展示において、消費者に
直接紹介されます（図表Ⅰ-2-4-8）。

消費者が子どもの月齢や年齢に合った商
品・サービスを選び、正しい方法で使うよ
うに、事業者には、取扱説明書や使用上の
注意等を消費者に分かりやすいものにする
ことが求められます。

また、消費者が安全に配慮された製品を
選ぶことができるように、一定の基準を満
たすものであることを示す様々なマークが
あります。子どもの事故防止に役立ついく
つかのマークを図表Ⅰ-2-4-9に示しまし
た。消費者にこのようなマークとその意味
を知ってもらうことが課題となっています。

③ 安全に配慮した製品であ
ることを示すマーク表示

図表Ⅰ-2-4-8 キッズデザイン賞受賞作の展示
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図表Ⅰ-2-4-9 安全に配慮した製品であることを示すマーク表示

マーク 対象製品 概要

法
定

〈PSCマーク〉

特
定
製
品

特
別
特
定
製
品

乳児用ベッド 消費生活用製品安全法の規定に基づき表示が義務付
けられたマーク。
対象製品は、国の定めた安全基準に適合した旨の
PSCマークがなければ販売できない。製造又は輸
入業者は国の安全基準に適合しているか自己確認が
義務付けられている。「特別特定製品」は更に第三
者機関の検査が義務付けられている。

携帯用レーザー応用装置
浴槽用温水循環器
ライター
登山用ロープ
家庭用の圧力なべ及び圧力がま
乗車用ヘルメット
石油給湯機
石油ふろがま
石油ストーブ

任
意

〈JISマーク〉 日用品、電気用品、家具類、建築資材等 日本工業規格（JIS）に適合する製品が表示するこ
とができるマーク。
JISに該当する商品を製造する事業者等は、登録認
証機関から認証を受けた後、JISマークを商品など
に表示することができる。

〈SGマーク〉 構造・材質・使い方等からみて生命・身
体に危害を与えるおそれのある消費生活
用製品。子ども向け製品では、ベビー
カー、滑り台、乳幼児用ベッド、抱っこ
ひも、幼児用ベッドガード等

一般財団法人製品安全協会が製品ごとに制定する製
品の安全性に関する認定基準に適合した製品に表示
されるマーク。
SGマーク付製品に欠陥があり、それを原因として
人身損害が起きた場合、対人損害を賠償する制度も
付加されている。

〈Ｓマーク〉 電気用品安全法（昭和36年法律第234号）
の対象製品のほか、あらゆる電気製品

電気用品安全法を補完する民間の第三者認証制度
（Ｓマーク認証制度）により、「Ｓマーク認証基準」
に適合した製品に表示されるマーク。
Ｓマーク認証機関が、電気用品安全法の規制対象品
目については、同法の技術基準、同法の規制外の製
品については、Ｓマーク認証機関が定める又は認め
るJIS等の基準の適合性を検査している。
電気製品認証協議会（SCEA）が、第三者認証制度
の公平な運営及び普及等についてＳマーク認証機関
に提言を行っている。

〈STマーク〉 14歳以下の子ども向けの玩具（対象外商
品あり）

一般社団法人日本玩具協会が制定した玩具安全基準
（ST基準）に適合した製品であることを示すマーク。
第三者検査機関によるST基準適合検査に合格した
製品に表示される。また、STマーク付玩具には対
象年齢が記載されている。
STマーク付玩具の欠陥が原因の事故に備え、事業
者への賠償補償が付けられている。

〈SPマーク〉 公園の遊具 一般社団法人日本公園施設業協会が制定した安全基
準（遊具の安全に関する規準JPFA-SP-S：2014）
に適合した製品であることを示すマーク。同基準に
おいては、遊具の構造、設置面の素材、点検・修繕
方法、表示等の基準を定めている。
この基準に基づいて、遊具の設計、製造、販売、施
工、点検、修繕ができることを、外部審査委員会の
審査により認定された会員企業だけが表示できる。

そ
の
他

〈キッズデザインマーク〉 限定なし 特定非営利活動法人キッズデザイン協議会が主催す
る「キッズデザイン賞」を受賞した作品に使用が認
められるマーク。
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安全上の問題が生じる可能性のある製品
は市場から取り除く必要があります。製品
の欠陥等により安全上の問題が生じる可能
性がある製品、消費者が製品を安全に使用
するための予防的措置が必要な製品等につ
いて、法令の規定又は事業者の自主判断に
より、その製品の回収、修理、注意喚起等
が行われています。現在実施されているリ
コールの多くは、事業者が自主的に行って
いるものです。

このようなリコール情報は、消費者に伝
わって初めて意味をなします。消費者庁は、
各府省庁や地方の行政機関が公表したリ
コール情報や事業者の自主的なリコールの
情報のうち消費者にとって有用なものを、
2012年４月からリコール情報専用のウェブ
サイト「リコール情報サイト」91に一元的に
集約し公開しています（図表Ⅰ-2-4-10）。

同サイトのリコール情報検索では、カテ
ゴリによる絞込みと、キーワードを指定し
た検索が可能です。また、子ども向け用品
については、家庭内にあるリコール対象製
品を見つけることができるように、製品別

（「玩具」、「のりもの」、「ベビーカー」、「ベ
ビーシート」、「幼児用椅子」、「抱っこひも」、
「ベビーベッド・ベビーゲート」、「ベビー
服」）の特集を組んでいます。また、子ど
も向け用品と食品のアレルギー物質の表示
欠落に関するリコール情報のみを送る「子
ども向けメール」も配信しています。

「リコール情報サイト」を活用し、実際
に製品を回収する取組も行われています。

消費者行政充実ネットちばは、千葉県の
「消費生活の安定及び向上に向けた県民提
案事業委託業務92」として幼児向けリコー
ル製品回収事業を実施しました。

2017年10月１日から31日までの間、未就
学児とその保護者の交流の場等10か所に、
案内板とリコール製品一覧表を設置し、訪
れる保護者に幼児向け製品のリコール情報
を発信しました。そのリコール対象製品の
情報は、消費者庁「リコール情報サイト」
を基に、どれくらいの数が市場に出回って
いるか、事故が生じた場合に重篤な症状が
予想されるかといった観点等から選定しま
した。

リコール対象製品が家庭にあるか、合わ
せてリコール手続を行ったか等を問うアン
ケート用紙も１か所当たり200部設置した
ところ、回収数は422名でした（図表Ⅰ-2-
4-11）。アンケートの結果、リコール対象

④ 安全上の問題が生じる可能性
のある製品の市場からの回収

リコール（製品を安全に使用する
ための回収・修理）情報

幼児向けリコール製品回収事業

91�）http://www.recall.go.jp/
92�）千葉県ウェブサイト「平成29年度消費生活の安定及び向上に向けた県民提案事業委託業務の選定結果について」

https://www.pref.chiba.lg.jp/seikouan/shouhi/fund/h29/29teiansenteikekka.html

図表Ⅰ-2-4-10 消費者庁「リコール情報
サイト」 第
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製品が家庭にあったと回答した人は72名で
した。また、この72名のうち、アンケート
の時点でリコール対象製品について事業者
に連絡したと回答した人は12名で、リコー
ル情報の発信が実際の行動につながったこ
とが分かりました。

アンケートの自由記述欄から、リコール
制度自体に対する知識が不足していた人が
多いことがうかがえ、「自動車のリコール
は知っていたが、身の回りの製品でもリ
コールがあることは知らなかった」といっ
た声もありました。このような消費者行政
充実ネットちばの取組をきっかけに、自動
車等だけではなく身近な製品にもリコール
対象製品があることを知り、消費者庁リ
コール情報メールサービスに登録した人も
いました。

こうした取組が評価され、経済産業省の
第11回製品安全対策優良企業表彰（2017年
度）の特別賞を受賞しています。

地方公共団体や医療関係者ら専門家等
が、子どもの事故防止に向けて啓発活動に
取り組んでいます。いくつかの特徴のある
活動について紹介します。

札幌市では、様々な機会を捉え、保護者
だけでなく、保育関係者や子ども本人など、
様々な関係者に向けた啓発活動を行ってい
ます（図表Ⅰ-2-4-12）。
ⅰ �イベントに参加する親子とふれあいな

がらの啓発活動
親子が参加する2017年12月16日に開催さ

れた「こそだて★さっぽろ SORAこそだ
てフェスティバル2017」に出展しました。
この中で、キッズデザイン賞受賞製品の展

（ ４ ）保護者等子どもの周囲に
いる人への啓発の取組

① 地方公共団体による啓発
活動事例

札幌市：様々な関係者に向けた啓
発活動

図表Ⅰ-2-4-12 様々な関係者に向けた啓発活動（札幌市）

（ 1）親子イベントでの啓発活動の様子 （ 2）親子向け出張講座の様子

図表Ⅰ-2-4-11
幼児向けリコール対象
製品に関するアンケート
に回答する様子

（備考）写真提供：消費者行政充実ネットちば
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示や事故防止講座、国民生活センターの注
意喚起を参考とした事故事例の紹介、キッ
ズデザイン賞受賞製品などを使用できる体
験プログラム、子ども安全メールの周知等
を行いました。また、札幌市の消費者教育
イメージキャラクターで消費者教育推進大
使でもある「しろうくま」も登場し、子ど
もとふれあいながら、啓発活動を行いました。
ⅱ 親子向け出張講座

子育てサロンや児童会館等、親子が集ま
る場所での出張講座を開催しました。講座
では、子どもへの安全教育を目的とした紙
芝居や事故防止に関する情報を載せたリー
フレットの配布、子どもの視野を体験でき
るチャイルドビジョンや誤飲防止のために
身の回りのものが子どもの口に入らないか
を確認する誤飲防止ルーラーの説明等を行
いました。
ⅲ 保育関係事業者向け講座

保育所、幼稚園等向けの講座を開催しま
した。2017年度は2018年２月に産業技術総
合研究所から講師を招き、科学的に事故を
防止する方法について学びました。参加者
から「園で今回の講座の内容を伝えたい」
といった感想があったとのことです。
ⅳ フリーペーパーへの記事掲載

2017年度からの新しい取組として、子育
てサロンや保育所、幼稚園等に配布されて
いる親子向けのフリーペーパーに、子ども
の事故防止等も含めた消費者教育に関する
記事を載せました。これらのフリーペー
パーを読んでいるという保護者の声が多
かったことを踏まえた取組です。記事に加
えて、親子で学べるよう、幼児とその保護
者向けの消費者教育動画を収録したDVD
も添付しています93。

福岡県では、豊かな経験や知識を持つ高
齢者に地域の子育て現場で活躍してもらう
ことを目的に、2012年度から「ふくおか子
育てマイスター」制度を実施しています。

子育て支援に意欲がある60歳以上の高齢
者が子育て全般について研修を受けた後、
子育て支援の現場で活躍できるというもの
で、2018年３月末時点で1,419名が認定さ
れています。研修プログラムには子どもの
事故防止や緊急時の処置対応も含まれてお
り、2017年度には認定者を対象として、乳
幼児の応急救護についてのフォローアップ
研修も行っています。

徳島県では、医師会、助産師会、看護協
会、学識経験者、子育て支援団体、保育関
係者、学校関係者、行政の保健部局、消費
者行政部局等の関係機関が連携することを
目的に、2017年度に「子どもの事故防止プ
ロジェクト関係者ネットワーク会議」を設
置しました。多様な関係者が持っている「事
故防止から事故発生時の対応まで」のノウ
ハウを用いて保護者等の多様な対象者に合
わせた啓発活動を行っています。

具体的には、各関係機関が開催する保護
者を対象にした講演会等で消費者庁が作成
した「事故防止ハンドブック」を配布したり、
乳幼児健診時や子育て広場でこの会議が作
成した「子ども安全・安心チェックリスト」
を用いて個別指導・啓発等を行っています。
その他、保護者と関わる機会の多い保育関

福岡県：子育てを支援する高齢者
に向けた啓発活動

徳島県：地域の関係団体が連携し、
集中的に啓発

93�）親子で知ろう！消費生活 https://www.youtube.com/watch?v=6A3SPJqHrWk
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係者や医療関係者等に対し、子どもの事故
防止に関する研修も実施しています。関係
機関が同じ資料を用い、集中的に啓発を行
うことで認知が進むと期待されます。

愛媛県西条市では、2012年７月、幼稚園
でのお泊り保育中、河川での水遊び中に増
水により園児が流され、園児１名が死亡す
る事故が発生しました。

この事故の教訓をいかし、二度と同様の
事故を起こさないという思いから、保護者
を中心とした市民による様々な活動が行わ
れ、同市では、河川情報アラームメールや
防災情報アプリでの情報配信等水難事故防
止のための体制整備が進んでいます。

また、市内の保育所・幼稚園・小中高等
学校関係者が情報を共有するための合同連
絡会（西条市就学前関係者合同連絡会）や
関係部署による協議会が定例で開催されて
います。2017年７月からは、川や海での教
育活動の際には、ライフジャケットを着用
することを奨励しています。2018年４月か
らは子ども用ライフジャケットを無料で貸
し出す事業が始まり、市内２か所の消防署
がレンタルステーションになっています。

子どもの事故が起きたとき、医療関係者
は、治療を行うため、事故の状況を発生直
後に把握しています。こうした日々の診療
において集められた、事故による子どもの
傷害情報を基に、専門知識を持つ医療関係
者が事故情報や防止策の発信を行っている
取組があります。

公益社団法人日本小児科学会こどもの生
活環境改善委員会では、重症度の高い傷害
を繰り返さないために、会員である小児科
医などからの投稿に基づき、2008年に日本
小児科学会雑誌とウェブサイトに「Injury 
Alert（傷害速報）」の項目を設け、傷害の
事例を報告する取組を行っています（図表
Ⅰ-2-4-13）。さらに、事故に関係した製品
の使用上の注意の周知徹底や製品自体の改
善課題といった、事故を防ぐためのコメン
トも掲載されています。他に、ウェブサイ
ト「こどもの救急」の「こどもの事故と対
策コーナー」では、生後１か月から６歳ま
での子どものいる家庭で、知っておくと役
に立つ一次救命処置や、溺水、誤飲など家

愛媛県西条市：事故の教訓をいか
した安全対策の実施

② 専門家の知見をいかした
啓発

医療関係者の取組：日本小児科学
会、佐久医師会

 

図表Ⅰ-2-4-13 Injury Alert （傷害速報）のウェブサイト（日本小児科学会）
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庭内で起こりやすい事故を防ぐためのポイ
ントを紹介しています。

また、長野県佐久市では、子育て力向上
事業の一環として、2015年に一般社団法人
佐久医師会が「教えて！ドクタープロジェ
クト」を実施しています。小児科医が保護
者の子育て不安に寄り添うことを目的にし
ていますが、あらかじめ必要な知識を伝え
ることにより、小児救急外来の負担軽減の
取組も兼ねています。

同プロジェクトでは、子どもの病気や
ホームケア、受診の目安等を解説した冊子
の作成や、市内の保育園等での小児科医に
よる保護者を対象とした出前講座、講座の
内容をまとめた無料アプリの作成や、SNS
を活用しての発信を行っています。また、
「乳幼児で注意する食物とその予防につい
て」（図表Ⅰ-2-4-14）や「子どもが溺れる時」

（本章第２節参照。）の実態を分かりやす
くイラストで説明しています。

図表Ⅰ-2-4-14 乳幼児で注意する食物とその予防について

出典：佐久医師会、佐久市 教えて！ドクタープロジェクト
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子どもの事故防止に向けて、政府では、
関係府省庁や関係者と連携した活動を展開
しています。

政府では、2016年度から「子供の事故防
止に関する関係府省庁連絡会議」を設置し、
関係府省庁９省庁（内閣府、警察庁、消費
者庁、総務省消防庁、文部科学省、厚生労
働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省）が、子どもの事故防止に関する取組の実
施状況等について情報共有を図り、関係府
省庁間の連携を推進しています（図表Ⅰ-2-
4-15）。2018年度には新たに海上保安庁が
加わっています。

これまで広報面での連携強化から取組を
進めており、特に事故防止のために保護者
や教育・保育関係者、子どもができること
や注意すべきことを伝えています。例えば、
各府省庁が事故防止に向けTwitterによる
情報発信を行った際、府省庁間でリツイー
トをして周知の範囲を拡大させています。
また、施設等での事故防止に関する指針等
の周知、製品の改善、安全対策の推進等を
行っています（図表Ⅰ-2-4-16）。

（ ５ ）最近の政府における取組

「子供の事故防止に関する関係府
省庁連絡会議」の設置

図表Ⅰ-2-4-15 包括的なアプローチの推進

〈保護者への周知・啓発、事故防止に関する指針等の周知、製品の改善〉

保護者

PSCマーク、キッズデザイン賞 等
（経済産業省）

製品の改善

自治体
・
事業者
・

関係団体

保護者と子どもに向け
た周知・啓発

施設等での事故防止に
関する指針等

①ウェブサイト、メール、SNSで
保護者等に発信
・子どもを事故から守る！Twitter
（消費者庁）

・健やか親子21（厚生労働省）
・こちら製品安全情報局
（経済産業省）

等
②事故防止に向けた啓発資料の作
成・周知
消費者庁、消防庁、経済産業省

等
③授業等
・「子ども向けの製品安全教育」
（経済産業省）

・「海上安全教室」（海上保安庁）

・「教育・保育施設等における事
故防止及び事故発生時の対応の
ためのガイドライン」
（内閣府、厚生労働省、文部科学省）
・「学校事故対応に関する指針」
（文部科学省）
・「都市公園における遊具の安全
確保に関する指針」
（国土交通省）
・「商業施設内の遊戯施設の安全
に関するガイドライン」
（経済産業省）
・「プールの安全標準指針」
（国土交通省・文部科学省）
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図表Ⅰ-2-4-16 2017年度 子どもの事故防止について 関係府省庁の主な取組
※主な取組（関連する非営利団体を含む）を記載。月日の記載がない場合は、2017年度より前から継続している取組

（ 1）保護者等の事故防止意識を高めるための啓発活動 府省庁名・団体名 実施時期

①「子どもの事故防止週間」

2017年
5 月22日～28日

テーマ：「外出時の子どもの事故に気を付けて、安全にお出かけを楽しみましょう！」
〈海、川、プールでは安全に遊びましょう〉
〈公園等の遊具は安全に正しく使いましょう〉
〈外出時に使用する乳幼児向け製品等は、安全に正しく使いましょう〉

内閣府、警察庁、消費者庁、総務
省消防庁、文部科学省、厚生労働
省、農林水産省、経済産業省、国
土交通省

②個別テーマの注意喚起記者公表

「屋外の製品事故から子どもを守りましょう」 NITE 2017年 6 月

「海の事故ゼロキャンペーン」 海上保安庁 2017年 7 月

「こんろグリルでの子どものやけど事故」 国民生活センター 2017年 9 月

「 0～ 1歳児の大人用ベッドからの転落事故」 消費者庁 2017年11月

「家具やテレビの転倒事故」 消費者庁 2017年11月

「小さいおもちゃの誤嚥・窒息事故」 消費者庁 2017年11月

「乳幼児の加熱式たばこの誤飲事故」 国民生活センター 2017年11月

「電気ケトルや炊飯器での子どものやけど事故」 消費者庁 2017年12月

「豆やナッツ類による子どもの誤嚥事故」 消費者庁 2018年 1 月

「窓やベランダからの子どもの転落事故」 消費者庁 2018年 3 月

「幼児のハンドスピナーの部品の誤飲事故」 国民生活センター 2018年 3 月

③SNS、メール、ホームページでの消費者への直接的な情報発信

消費者庁 子どもを事故から守る！Twitter 消費者庁 2017年 4 月～

子ども安全メール from 消費者庁 ※Twitterと安全メールは連動して情報発信 消費者庁 ―

首相官邸LINEの活用 消費者庁 2018年 1 月～

内閣府子ども・子育て本部Twitter 内閣府 ―

海上保安庁Twitter 海上保安庁 ―

Twitterによる事故防止の情報発信について、府省庁間でリツイート等の周知連携 関係府省庁 ―

ホームページでの事故防止の情報発信について、府省庁間でリンク等の周知連携 関係府省庁 ―

④啓発資料による周知活動

母子健康手帳 厚生労働省 ―

子どもを事故から守る！事故防止ハンドブック 消費者庁 2017年 4 月～

救急事故防止に係るリーフレット乳幼児編 総務省消防庁 2017年 4 月～

海で安全に楽しむために 海上保安庁 ―

公園遊具の安全利用に関するパンフレット（幼児編、児童編） 国土交通省、日本公園施設業協会 ―

（ 2）施設等に係る事故防止の取組 府省庁名・団体名 実施時期

①教育・保育施設に関する指針 他

「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」
内閣府、厚生労働省、文部科学省

―

「教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議」の開催 ―

「災害共済給付制度を通じて得られた情報を活用した事故防止の取組」 文部科学省、
日本スポーツ振興センター ―

「学校事故対応に関する指針」 文部科学省 ―

②公園・遊戯施設・公共施設に関する指針 他

「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」 国土交通省 ―

「商業施設内の遊戯施設の安全に関するガイドライン」 経済産業省 ―

「プールの安全標準指針」 国土交通省、文部科学省 ―

③啓発資料による周知活動

学校安全ナビ、スポーツ事故防止ハンドブック等 文部科学省、
日本スポーツ振興センター ―

（ 3）子どもの安全に配慮された製品の普及 府省庁名・団体名 実施時期

PSCマーク等、消費生活用製品安全法による規制 経済産業省 ―

安全に配慮された製品の機能や各種マーク（事業者団体の任意の安全基準に適合し
た製品に付けられるマーク）の紹介 関係府省庁 ―

キッズデザインの取組の周知、キッズデザイン賞受賞製品の普及 経済産業省、キッズデザイン協議会 ―

製品安全教育 経済産業省 ―
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「子供の事故防止に関する関係府省庁連
絡会議」の取組として、2017年度から「子
どもの事故防止週間」を創設し、関係府省
庁が連携し、共通テーマを掲げて集中的に
広報を実施しています。

2017年度は５月22～28日（５月第４週）
に、外出時の子どもの事故防止をテーマと
して、「海、川、プールでは安全に遊びましょ
う」、「公園等の遊具は安全に正しく使いま
しょう」、「外出時に使用する乳幼児向け製
品等は、安全に正しく使いましょう」との
メッセージについて、関係府省庁が連携し
て集中的な広報活動に努めました。具体的
には、報道発表のほか、「子ども安全メー
ルfrom消費者庁」、「消費者庁 子どもを
事故から守る！Twitter」で５日間の集中
発信を実施したほか、ポスター作成、地方

公共団体や教育機関、事業者団体等への周
知啓発依頼を行っています。

2018年度は2018年５月21～27日（５月第
４週）に、「水の事故」、「幼児用座席付自
転車の事故」の防止をテーマに実施しまし
た。

OECD消費者政策委員会製品安全作業部
会では、多くの国で直面する製品安全問題
について認識を高め、こうした問題に対処
するため、2014年から、世界各国の事故情
報を共有し、同じ期間に同じ事案について
関係各国と共同で啓発活動を行っており、
日本も参加しています。

これまでのテーマは、全て子どもの事故
に関するもので、ボタン電池の誤飲事故
（2014年度）、洗濯用パック型液体洗剤の
誤飲事故（2015年度）、ブラインド等のひ
もによる窒息事故（2016年度）、家具やテ
レビの転倒による下敷き事故（2017年度）
について、国際啓発週間を設定し、共同メッ
セージを発表し、注意喚起、情報提供を実
施しています。

また、海外諸国との協力を通じて得た潜
在的な危険情報は、日本の関係者に共有さ
れ、製品規格の見直し等、日本の事故防止
の取組に活用されています（第２部第１章
第６節（４）参照。）。

消費者庁では、「子どもを事故から守る！
プロジェクト」を推進し、子どもの事故防
止の取組を行っています。
「保護者に対する情報のつなぎ（子ども

「子どもの事故防止週間」におけ
る啓発

国際的な共同キャンペーンの実施

消費者庁の活動：「子どもを事故
から守る！プロジェクト」

図表Ⅰ-2-4-17 「子どもの事故防止週間」
ポスター
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にとって何が危険で、どのように注意すべ
きか等に関する情報の提供等）」、「地方公
共団体、学校等の関係者に対する情報のつ
なぎ（他の関係者の取り組んでいる様々な
事例の紹介等）」、「事故原因となる製品、
施設の改良の促進」を三つの柱とし、「予防」
の観点に立って「子どもを事故から守る」
ことに取り組んでいます。

消費者庁として、事故防止の注意点等を
まとめた資料を報道発表しているほか、「子
ども安全メールfrom消費者庁」や「消費
者庁 子どもを事故から守る！Twitter」
で、子どもの保護者などに対して情報発信
を行っています（第２部第１章第２節（２）
参照。）。そのほか、「子どもを事故から守
る！プロジェクト」のシンボルキャラク
ター「アブナイカモ」が各地の子ども関連

イベントに参加するなど、子どもの事故防
止に関する啓発活動を行っています。

「アブナイカモ」は、カルガモ一家をモ
チーフに、その親鳥が子ども達を温かく見
守るその姿を通して、子どもへの愛情と、
子どもの身の回りにあるちょっとした危険
を親しみやすく伝えることを、キャラク
ターコンセプトとしています。

子どもたちを不慮の事故から守るため、
消費者庁を中心として関係府省庁で推進す
る「子どもを事故から守る！プロジェクト」
の顔として、あらゆるシーンで活躍してい
ます。

「子どもを事故から守る！プロジェクト」
シンボルキャラクター アブナイカモ

図表Ⅰ-2-4-18 アブナイカモ

長崎県大村市 アブナイカモダンスコンテストの様子
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子どもは小さな大人ではありません。大
人には思いもよらぬ行動であっても、子ど
もの身体機能や好奇心、探究心からは自然
な行動であり、それによって、事故が起き
ることがあります。このような子どもの事
故の特徴等について理解することで、「想
定外と認識されていた事故」を「予測でき
る事故」として、安全対策を講じ、子ども
の事故のリスクを軽減することができます。

ここまで、子どもの事故の現状、保護者
等子どもの周囲にいる人々の事故に対する
意識、事故防止へ向けた取組について概観
してきました。本節では、これらを踏まえ
ながら、各主体が子どもを安全な環境で育
てるために取り組むべきことについて、考
察していきます。

消費者の安全の確保は、消費者基本法に
おいて、消費者の権利の一つとして位置付
けられ、国は、消費生活における安全を確
保するため、商品・サービスについての必
要な基準の整備及び確保、事業者による安
全を害するおそれがある商品の回収の促
進、安全を害するおそれがある商品・サー
ビスについて情報を収集し、提供する等の
必要な施策を講ずることが定められていま
す。

子どもの事故の発生や生活環境の変化等
を踏まえ、危険な商品・サービス等に対し
て、法令による規制や事業者への措置等を
実施していくことが求められます。最近で
は、ドラム式電気洗濯機に子どもが入りド
アが閉まった際、内部から開けられないた
め、死亡に至ったとみられる事故が発生し
たことを踏まえ、2018年に電気用品安全法
（昭和36年法律第234号）に関する経済産
業省通達94を改正し、内側から前面のドア
が開けられる構造であることを義務付ける
要求事項を追加する予定となっています。

子どもの事故が発生した場合には、事故
に関する情報を迅速に収集することが求め
られるとともに、重要な事故等については
幅広い安全確保の観点からの原因究明とそ
れに応じた対策の実施が求められます。消
費者庁が設置されたことにより、子どもの
事故を含め、消費者事故等の情報は、消費
者庁に一元的に集約され、消費者への注意
喚起等に活用されています。また、消費者
事故調において、事故原因の調査や再発防
止に向けた提言が行われています。

事故情報は幅広く収集する必要があると
ともに、有効な対策を講じるためには、事
故が発生した原因を科学的に究明できるだ
けの詳細で具体的な情報が必要になりま
す。一方で、事故の後の混乱した状況下で、
詳細な情報収集を行うことは関係者にとっ

子どもを安全な環境で育てるために第 ５節

（ １）行政機関に求められる取組

法令等による消費者の安全確保

子どもの事故に関する情報収集・
原因究明の充実・強化

94）「電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈について」（20130605商局第３号）
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ての負担が大きいという側面があります。
こうした中で、子どもの死亡という最悪の
事態については、その死を無駄にしないた
めにも、医療機関、警察、消防、行政関係
者等複数の機関や専門家が死因調査を行う
ことにより、効果的な防止策を導き出すと
い う 死 因 究 明 の 制 度（Child Death Re-
view）が注目されています。この制度は
既に米国、英国等で導入されていますが、
日本でも、同制度の導入について検討する
ことが、2017年に衆議院における児童福祉
法及び児童虐待の防止等に関する法律の一
部を改正する法律案に対する附帯決議に盛
り込まれました。

事故の防止に向けては、行政機関は、注
意喚起やリコールの情報等安全に関わる情
報を、保護者を始め子どもの周囲にいる大
人に周知することが必要です。その際には、
事故防止に向けた行動が求められる人が、
知識が必要なときに情報を届けることが求
められます。消費者庁では、季節的な発生
傾向がある事故について注意喚起する等、
時期を考慮した発信を行っています。

子どもの事故には発達段階に応じた傾向
があることを踏まえれば、月齢・年齢等、
子どもの成長に合わせた情報提供が効果的
と考えられます。現在では、情報通信技術
の発達により、地方公共団体が民間事業者
と連携しつつ、スマートフォンのアプリ
ケーション等を活用して、月齢・年齢等の
子ども一人一人の成長に合わせて予防接種
に関する情報や育児情報を提供する取組も
みられます。このような仕組みを利用して、
子どもの事故防止に関する情報をタイム
リーに提供していくことも期待されます。

消費者庁が実施した意識調査によれば、
事故防止に関する情報源として最も利用さ
れているのは「新聞・テレビなどの報道」
でした。消費者庁では、メディア報道や地
方公共団体等による周知につながるよう
に、個別テーマごとに注意喚起の記者公表
を行っています。その他に、「子ども安全
メールfrom消費者庁」や「消費者庁 子
どもを事故から守る！Twitter」で保護者
等に直接情報を届けるとともに、関係府省
庁や地方公共団体等にリツイートを依頼す
るなど、情報発信がより幅広く関係者に届
くように工夫しています。

一方で、意識調査の結果からは、事故防
止に関する情報源として、「行政」を利用
していると回答した割合は、母親の方が父
親に比べて高く、行政の情報発信がどちら
かといえば母親に届きやすくなっている面
があるとみられます。イクメン、イクジイ
という言葉もあるように、子育ては、母親
だけでなく、父親や祖父母、地域の人も担
うようになっています。子育てに関わる周
囲の大人全員に届くような情報提供・啓発
活動が期待されます。

事業者が安全な商品・サービスを提供す
ることは、消費者基本法において、事業者
の責務とされています。特に、子どもや高
齢者等に対しては、一層の配慮が必要とさ
れます。子どもが使用する商品・サービス

子どもの発達に合わせたタイム
リーな情報提供を

母親だけでなく、子どもの周りに
いる大人全員に届く啓発活動を

（ ２）事業者・事業者団体に求められる取組

安全の確保に向けた、事業者団体
等の自主基準の作成等
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はもとより、子どもを対象としていないも
のであっても、子どもが接する機会のある
商品・サービスについての安全の確保が求
められています。

そのため、事業者は、法令等に定められ
た安全基準等を遵守して、製造・販売等す
ることが必要とされますが、より具体的か
つ高いレベルで安全性に配慮した商品・
サービスを消費者に提供していくために、
事業者団体・事業者がそれぞれの商品・サー
ビスに即した安全を確保できる基準を自主
的に定めることが重要です。

多くの消費者は、商品・サービスを選ぶ
ときに安全性を意識しています（図表Ⅰ-1-
6-25参照。）。事業者には、ルールとして守
るべきことを守るだけではなく、消費者が
求めるものとして、より安全な商品・サー
ビスを開発・提供することが期待されてい
ます。子どもの事故が起きた場合には、事
業者自らが、原因を究明し、商品・サービ
スの改善を図り、消費者に周知することも
求められています。また、子どもの事故を
防ぐための商品・サービスの工夫が現実の
日常生活の中でどのように活用されている
か、誤使用されやすい構造になっていない
か等の観点からの検討も求められます。さ
らに、これまでの子どもの事故に関する知
見、例えば子どもを傷害事故から守るため
の安全規格である国際規格ISO/IEC Guide 
50が翻訳されたJISZ8050を用いる等によ
り、新しい商品・サービスの開発・提供に
当たっても、事故の防止に配慮していくこ
とが期待されます。そのほか、商品・サー
ビスの使い方について、誤使用などがない
よう、表示等の工夫や消費者への啓発も求

められます。
一般社団法人日本経済団体連合会（経団

連）「企業行動憲章」では、第一原則とし
て「イノベーションを通じて社会に有用で
安全な商品・サービスを開発、提供し、持
続可能な経済成長と社会的課題の解決を図
る」と掲げています。事業者による、安全
な商品・サービスの開発・提供が、社会全
体の安全な暮らしと持続可能な経済成長の
実現につながることが期待されます。

子どもの事故は、前述の行政機関や事業
者・事業者団体等の取組を始め、社会全体
で防ぐものであり、決して、保護者等の子
どもの周囲にいる大人だけで防ぐものでは
ありません。一方で、いつの間にか子ども
がお風呂で溺れるといった事故が起きない
ように、入浴後は浴槽の水を抜く、浴室に
外鍵をかける、といった行動は、家庭の中
で子どもと一緒に過ごしている人にしかで
きません。子どもの事故は屋内で多く起き
ていること等を踏まえれば、保護者等の子
どもの周囲にいる大人は、子どもが安全に
過ごせる環境を整える役割を担っています。

保護者や保育者を始め、子どもの周囲に
いる人が、事故防止についての正しい知識
を身に付け、事故防止に役立つように行動
することが重要です。目を離しても、子ど
もの安全が確保されている環境を整える、

より安全な商品・サービスの開発・
提供

（ ３）子どもの周囲にいる大人に求められる事故を防ぐ行動

子どもの周囲にいる大人に、事故
の防ぎ方を知ってもらう

月齢・年齢等によって起きる可能
性のある事故を知る

152



安全に配慮した製品を選び、誤った使い方
をしない、リコール対象製品に注意する、
そして、本当に必要なときは目を離さない
ことが求められます。事故防止に役立つよ
うに行動する際には、子どもの発達状況に
よって、どのような事故が、なぜ発生して
いるのか、正しく把握することが重要です。
例えば、安全に配慮した製品といっても、
子どもの月齢・年齢によってはそれが逆効
果となる場合もあり、製品についての注意
書きをよく読み、理解することが必要です。

もし、事故が起きてしまった場合には、
応急手当や相談・連絡等の行動を取ること
が重要です。応急手当の方法は資料だけで
は理解が難しい場合もあります。消費者庁
「子どもの事故防止調査」（2017年度・保
育士アンケート）の結果からは、子どもで
起きる可能性が高い誤飲等に対して、保育
士においても応急手当の実習経験の割合が
高くないこと等が分かりました。もしもの
ときにすぐに行動ができるような普及啓発
活動が求められます。

自動車のチャイルドシート使用は、法律
で義務付けられており、意識調査によれば、
９割以上の人が認識しています。しかし、
残念ながら、対象者全員が使用しているわ
けではないのが現実です。

事故の危険性及び事故防止についての知
識、事故防止に役立つ製品があったとして
も、現実には、「子どもが嫌がるから」、「面
倒だから」、「まあ、大丈夫」という理由で、

事故防止に有効な対策がとられていないこ
とがあります。育児中であれば特に日々の
生活に余裕はなく、事故防止の配慮まで手
が回らない、といった状況もあるでしょう。

このような状況をどのように打開してい
くかは、今後の課題です。多忙な保護者等
に実際に行動してもらえるような効果的な
啓発活動、また、視点を変えて、例えば、
子どもがチャイルドシート等を使用したく
なるような工夫についての情報提供等が考
えられます。

注意喚起、啓発活動は、子どもの周囲に
いる大人の日々の生活や行動を踏まえた上
で、事故を防止する行動を促すような内容
であることが求められます。前述のとおり、
母親だけでなく子どもの周囲にいる大人に
幅広く伝わること、実際に、即座に必要と
される知識であること等、事故を防ぐ行動
につながるような高い効果のある内容で取
り組まれることが期待されています。

これまでみてきたように、情報収集・原
因究明、法整備・ルール化、啓発活動等に
ついては、国・地方公共団体、関係機関・
団体の多様な主体が、様々な取組を既に実
施しています。

個々の取組がバラバラに行われるのでは
なく、社会の中で有機的に連携することで、
事故を防止する効果が発揮されます。事故
の内容は多岐の分野にわたるため、有効な
対策を講じていくためには行政の担当者、
医療や技術等の専門家、事業者、保護者等、
多くの関係者との連携・調整が、重要です。

事故が起きた後の応急手当につい
て啓発を

事故を防止する行動につながる啓
発・教育を

（ ４）幅広い連携によって、社会全体で事故防止を

社会の中で、事故防止の取組を有
機的に連携

第
１
部

第
２
章

第
５
節

子
ど
も
を
安
全
な
環
境
で
育
て
る
た
め
に

153



政府では、2016年度に「子どもの事故防
止に関する関係府省庁連携会議」を設置し、
関係府省庁間の情報共有、共通テーマを掲
げての広報等、連携して推進しています。

そのほか、連携している例として、東京
都商品等安全対策協議会の取組がありま
す。毎年度、事故に関するテーマを一つ定
めて、包括的に検討し、提言をまとめ、事
業者等による商品の改良や法制度・規格に
ついての改正といった事故防止の対策の具
体的な進展に結び付けています（コラム参
照：東京都商品等安全対策協議会）。

また、医療関係者、専門家、民間団体等
が専門知識を子どもの事故防止のために活
用することが期待されます。特に、医療関
係者は、治療を行うために事故の状況を発
生直後に把握し、傷害等についての医学的
な専門知識等を持っています。医療関係者
を始めとした有識者が、子どもの事故を防
ぐことを目的として設立した団体では、市
民を巻き込んで情報収集、工学的な原因究
明、啓発活動、製品改善へ向けた提言等、
幅広く活動が行われています（コラム参照：
セーフキッズジャパン）。

子どもの生活圏である地域の中で、関係
者が連携した取組は、事故防止の効果が高
いと言われています。京都府亀岡市では、
地域全体で協働して安全・安心な街づくり・
学校づくりを進めており、保育園に通う園
児を対象にして、事故の情報収集や、収集
された情報を基に環境整備や啓発活動等を
実施しています（コラム参照：京都府亀岡
市）。この取組により、園児の転倒による
けがの減少や、保護者及び子ども自身の安

全意識の向上等の成果がみられています。
このような地域ぐるみの取組が、更に多く
の地域に広がることが期待されます。

子どもの発達の在り方は時代が変わって
も大きく変わらないと思われますが、消費
者を取り巻く生活環境、消費者の生活スタ
イルは、時代と共に変化しています。生活
スタイルが変わり、昔から使われているも
のが当時の想定にはない使い方をされて事
故のリスクが生じることや、消費者のニー
ズに応えた便利な新製品が、一方で事故の
原因になることも考えられます。事故を防
止する取組は継続的に行っていくことが必
要です。

子どもの事故防止は、2015年に国連で採
択された2030年までの持続可能な開発目標
（SDGs：Sustainable Development 
Goals）の達成に向けて、日本として実施
する指針である「持続可能な開発目標
（SDGs）実施指針」に掲げられています。
子どもが安全・安心な社会で健やかに育つ
「豊かで活力ある未来像」を実現するため
に、行政、事業者、保護者、保育関係者、
医療関係者、地域社会等子どもの安全に関
わるあらゆる主体が当事者として行動して
いくことが求められます。

そして、子どもの事故を防止するための
対策は、高齢者等の事故防止の対策ともな
ることがあります。子どもの安全を確保す
る動きが組み込まれた社会では、子どもだ
けでなく、高齢者を含めあらゆる層の人々
の安全・安心な暮らしを確保する動きが広
まると考えられます。

地域ぐるみの取組で事故防止の効
果を上げる

子どもの事故防止を社会に組み込
み、持続可能な社会へ
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地域全体で安全なまちづくりに取り組む
～京都府亀岡市～

C O L U M N 4

京都府亀岡市は、地域全体で協働して安全・安心なまちづくりを進めています。安
全な地域づくりに関する国際的な認証「セーフコミュニティ（SC）」を2008年に日本
国内で初めて取得し、2015年には、安全・安心な学校づくりに関する認証「インター
ナショナルセーフスクール（ISS）」も取得しました１。SC認証、ISS認証の取得とは、
「けがや事故のリスクがないと認められた」という意味ではなく、「安全なまち、学
校づくりのための仕組みが確立され機能していると認められた」という意味で、SC
は５年、ISSは３年に１度、取組状況について国際的な認証機関２,３の審査を受けて認
められるものです。このコラムでは、その取組の一部として、保育園児の安全に向け
た取組を紹介します。

亀岡市では、市内９園（市立全８園、私立１園）の保育所が、ISS認証を取得し、
園児の保育環境、けがの状況等について情報を収集・分析し、抽出された課題の解消
に向けてプログラムを実施し、効果を検証するといった形で包括的に取組を進めてい
ます。取組に当たっては、関係機関や地域と連携し、子どもに安全な環境づくり、子
ども自身が考え、危険を回避する力を養う安全・安心教育等を進めています。

〈情報収集・分析から課題を抽出〉
● けがの状況の記録、傾向の分析には、亀岡市独自の電子登録システム「乳幼児外傷
予防システム」を活用しています。このシステムは、看護師等が、けがをした園児
の年齢、性別、けがの発生場所、状況、処置、病院搬送の有無等の情報を、パソコ
ン上で該当する選択肢をクリックするだけで簡単に登録できるようになっています。
● 登録された情報は、各保育所で保育士が見ることができ、園全体でのけがの傾向（け
がの発生しやすい月、時間帯、年齢、場所など）を知ることができます。また、亀
岡市立保育所は、立地により園の状況が大きく異なります。JRの駅に近い住宅地
は人口も多く保育所の在園児数も多い一方、田畑に囲まれた地区は保育所の在園児
数も少なくなっています。そのため、在園児数によって「大規模園」（園児100人以
上）、「中規模園」（園児50～99人）、「小規模園」（園児50人未満）にグループ分けし、
グループ別に連携して活動し、けがの状況の分析、課題の設定等を行っています。
特に小規模園は、けがの発生数の増減を測るのに、各園単独では子どもの数が少な
すぎて難しいところ、同じ小規模園のグループで集計することでけがの傾向を分析
することが可能になります。
● 集積されたけがの情報については、看護師を中心に保育士が分析します。分析の結
果、多くの保育所で、保育室での「衝突」、運動場での「転倒」、「衝突」によるけ
がが多いことが課題でした。

１）市立小学校１校、市立保育所８園及び私立保育所１園
２）International Safe Community Certifying Center
３）International Safe Schools Certifying Centers
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〈課題に応じた具体的取組を体系的に実施し、効果を検証〉
● 課題の解決に向けて、保育所は、全年齢・環境をカバーするように取組プログラム
を作成、実施しています。「体力づくり」、「安全教育」、「環境改善」の三つを柱とし、
それぞれに対して「園児向け」、「職員向け」、「保護者向け」の取組を進めています。
具体的な取組の内容は全園共通のもの、保育所規模別グループ共通のもの、各園独
自のものがあります。
● 「園児向け」の取組は、園児が主体的に行い、園児自身に気付きや考える力を付け
ることを目指した内容になっています。例えば、「運動場で滑って転倒してけがを
することが多い」という課題に対する取組として、「砂がある場所は滑りやすい」
ことを園児に教え、園児自身が、自分がよく滑る場所をほうきで掃いて砂を払う、
という活動が実施されています。

乳幼児外傷予防システムの登録画面

保育所サーベイランスの仕組み

④対策の効果を測定

ISS研究部
で分析

助言助言

改善

けが発生

①養護師等が調査票
にケガ情報を記載

②乳幼児外傷予防シ
ステムに入力

③各保育所で予防対
策を検討・実施

小児科医（乳幼児の安全対
策委員会委員）より助言

安全安心マップ

園児がシールを貼り、ケガ
の「場所」「原因」を確認

チェックしたことを報告します

砂があると滑るのでほうきで
掃除をしています

割れたり欠けたりしている玩具がない
かをチェックしています

第
１
部

第
２
章

第
５
節

子
ど
も
を
安
全
な
環
境
で
育
て
る
た
め
に

157



● 地域とも保育園児の安全に関する問題点（リスク）を共有し、協力して取組を進め
ていることも特徴の一つです。例えば、自治会や近隣住民の協力によって、保育所
付近の溝に落ちないように柵や蓋が設置されたり、園のそばの大きな川が氾濫した
ときに備えて近隣住民や中学校の生徒と一緒に避難する訓練を実施したりして いま
す。
● 「保護者向け」の取組では、ヒヤリハットの経験と改善点を保護者が報告し合う研
修会を行っています。参加できなかった保護者には、後日お便りでの共有等も行っ
ています。
● 取組の効果は、けがのデータなどから検証し、その後のプログラムに反映します。
防止策の検討・実施、効果測定においては、小児科医の助言を受けています。

〈取組の手応え・広がり〉
● このような取組を進めた結果、保育所全体のけがが減少傾向となっていることから、
引き続き、工夫や改善を加えながら取組を進めています。通園時に保護者ときちん
と手をつないでいる割合が高くなるなど、子ども自身の安全に関する意識の向上と
いった成果もみられます。保護者からも、「『○○しちゃいけないんだよ』と子ども
が教えてくれ、子どもの成長を感じられる」などの感想が寄せられています。この
ように、取組によって、子どもが守られるだけでなく、子どもが自分や周囲の人の
安全を確保する力を育てています。

改修前 改修後

自治会と地域の方の協
力により、溝ぶたが設
置されました

避難訓練

中学生の参加

地元地域の参加
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東京都では、商品の使用又はサービスの利用に伴う危害を防止し、都民の安全な消
費生活を確保するため「東京都商品等安全対策協議会」（以下本コラムでは「協議会」
という。）を設置しています。消費者、事業者、学識経験者等がテーマに選定した商
品やサービスの安全 性について検討を行っています。
テーマには、子どもの事故防止に関係するものが多く、2013年度以降は、「ブライ
ンド等のひもの安全対策」（2013年度）、「抱っこひも等の安全対策」（2014年度）、「子
供に対するボタン電池等の安全対策」（2015年度）、「子供に対する歯ブラシの安全対策」
（2016年度）、「子供のベランダからの転落防止のための手すりの安全対策」（2017年度）
と、子どもの事故防止に関するものが選ばれました。
協議会では、東京消防庁の「救急搬送データ」を始め幅広く情報収集した事故事例
からの検証のほか、事故発生状況を模擬した実験や、保護者等を対象としたアンケー
ト調査、業界団体等の取組状況のヒアリング調査などを実施した上で検討を行い、今
後の取組案（提言）を取りまとめます。この提言に基づいて、東京都は、消費者への
積極的な注意喚起や啓発活動、国や関係する業界団体への情報提供と要望等を行って
います。また、協議会では、過去に取り組んだテーマについて、その後の取組状況等
をフォローアップしています。電池のパッケージの変更など、事業者や事業者団体に
よる商品の改良や注意表記の強化のほか、ブラインド等のひもやボタン電池等につい
ては、JIS規格の制定、改正１など、事故防止に向けた具体的な進展が確認されています。

テーマを定めて、包括的に取り組む
～東京都商品等安全対策協議会～

C O L U M N 5

1 ）ブラインド等のひもについて、子どもの首に絡まるリスクを最小限に抑えるため、JISA4811「家庭
用室内ブラインドに附属するコードの要求事項-子どもの安全性」を制定（2017年12月）。電池誤飲事
故予防の観点から、JISC8500に、乳幼児が容易に電池を取り出せないようにする設計指針を、推奨事
項として追加（2017年９月）。

〈取組例〉 一般社団法人電池工業会が発行する「コイン型リチウム一次電池の誤飲防止パッケージガイ
ドライン」（2016年10月発行、2017年10月改訂）に準拠したパッケージの市場導入が進められ
ています。
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特定非営利活動法人Safe Kids Japanは、国際組織であるSafe Kids Worldwide
（本部:米国ワシントン）や国立成育医療研究センター、産業技術総合研究所等と連
携し、子どもの事故に関する調査・研究、エビデンスに基づいた啓発活動、製品開発
の協力やアドバイス、政策的提言等、幅広く活動を展開しています。

〈調査・研究活動〉
● 科学的な根拠に基づいた事故予防策を打ち出していくため、市民が持つ情報を収集・
分析することにより、事故の具体的な状況から原因、背景を検証する取組を実施し
ています。「ベランダ1000プロジェクト」では、2016年12月から2018年２月まで、
インターネットを通じて自宅ベランダの写真や柵の高さ、ベランダの奥行きなどの
データを募集しまし
た。集まった資料か
ら実際に使われてい
るベランダを検証し
た結果、ベランダの
柵のデザイン等消費
者個人が除去するの
は難しい危険要素が
多いことが分かり、
対策案をまとめると
同時に、引き続き、
建物を「作る」、「売
る」、「管理する」立
場の人と共に対策を
検討していくことと
しています。

社会のあらゆる領域へ多角的にアプローチ
～セーフキッズジャパン～

C O L U M N 6
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〈啓発活動〉
●社会全体への啓発
 保護者だけの責任で子どもの事故を予防するのは非常に困難です。子どもの事故を
予防するために何ができるのか、一人一人が自分のできることを考え、実際に子ど
もの事故予防活動を行えるよう、広く社会に向けた啓発活動を行っています。
●保護者への啓発
 保護者や保育者等に向けては、「目を離さないように」ではなく、安全な製品の紹
介や正しい製品の使い方等、科学的根拠に基づく具体的な情報提供を行っています。

〈製品開発協力・アドバイス等〉
● 研究成果を踏まえて製品開発に協力しており、歯磨き中の喉突き事故防止の安全対
策が施された歯ブラシの開発などにいかされています。

お布団柔らかさチェック

（写真提供：株式会社ベネッセコーポレーション
「たまひよSHOP」）

「赤ちゃんの布団は適度な固さが
必要。柔らかい寝具では窒息の危
険があります」という注意喚起だ
けでなく、どのような固さの布団
が安全なのか、家庭で簡単に
チェックできる方法を紹介してい
ます。 

シンポジウム（朝日新聞と共催）子どもの傷害予防リーダー養成講座
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